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Ⅰ 令和４年度当初予算案のポイント

年 度 27 28 29 30 元 ２ ３ ４

予 算 額 18,290 18,805 18,644 18,658 18,885 19,603 21,198 22,285

伸 び 率 5.7 2.8 ▲0.9 0.1 1.2 3.8 8.1 5.1

参考 一般会計予算規模の推移（当初対比） （単位：億円、％）

総 括

予 算 規 模

◆ 全会計合計（一般会計・特別会計・企業会計）

３兆６，４５５億５，３２０万１千円 （前年度比４．１％増）

（３年度 ３兆５，０２６億９，８３３万９千円）

－ １ －

～新たな１５０年に向けた挑戦～
依然として新型コロナウイルス感染症との社会・経済両面での戦い

は続いている。本県が直面しているこの危機から脱却すべく、まずは

感染拡大防止に重点的に取り組んでいく。また、感染拡大を契機とし

て進んだデジタル技術の活用を社会全体のデジタルトランスフォー

メーション（ＤＸ）の実現へと推進し、ウィズコロナ下での経済の回

復と成長に取り組んでいく。

そして、令和４年度から始まる新たな５か年計画に基づき、「安

心・安全の追究」、「誰もが輝く社会」、「持続可能な成長」の３つ

の将来像の実現に向けた取組を着実に進めていく。

本県は昨年１５０周年の節目を迎えたが、令和４年度は新たな

１５０年の発展に向けて様々な課題解決に挑戦する。

こうした基本的な考えに立ち、令和４年度当初予算は、「直面する

危機からの脱却」と「日本一暮らしやすい埼玉に向けた将来像の実

現」に最優先に取り組むこととし、限りある財源を重点的に配分して

編成した。

２兆２，２８４億５，９００万円 （前年度比５．１％増）

（３年度 ２兆１，１９８億４，３００万円）

◆ 一般会計



○ 日本一暮らしやすい埼玉に向けた将来像の実現

Ⅰ 令和４年度当初予算案のポイント

１ 安心・安全の追究

（２）県民の暮らしの安心確保

主 要 施 策 の 構 成

（１）災害・危機に強い埼玉の構築

－ ２ －

（３）介護・医療体制の充実

２ 誰もが輝く社会

（５）未来を創る子供たちの育成

（４）子育てに希望が持てる社会の実現

（６）人生１００年を見据えたシニア活躍の推進

（７）誰もが活躍し共に生きる社会の実現

（８）支え合い魅力あふれる地域社会の構築

３ 持続可能な成長

（10）豊かな自然と共生する社会の実現

（９）未来を見据えた社会基盤の創造

（11）稼げる力の向上

（12）儲かる農林業の推進

○ 直面する危機からの脱却

１ 新型コロナウイルス感染症の拡大防止

２ 社会全体のＤＸの推進とウィズコロナ下での
経済回復・成長



Ⅰ 令和４年度当初予算案のポイント

－ ３ －－ ３ －

県税収入 ８，０１８億円

単位：億円

※当初予算計上額

（＋４６７億円、＋６.２％）

県債残高 ３兆７，９８２億円 （ ▲５１９億円、 ▲１.３％）

臨財債・減収補塡債残高

臨財債・減収補塡債を除く残高

⚫ 県債残高は３年ぶりに
減少し、年度末残高は
平成２７年度末以来の
3兆7,000億円台とな
る見込み

⚫ 臨時財政対策債・減収
補塡債を除く県債残高
は、1兆8,206億円で
２０年連続の減少

単位：億円

※～R２：決算、R３：2補後見込み、R４：当初予算見込み

公共事業費 １，０１１億円 （＋３０億円、＋３.０％）

⚫ 当初予算では、２年ぶ
りに1,000億円を超え
る公共事業費を計上

⚫ 令和３年度２月補正予
算（国経済対策）と合
わせた１３か月予算で
「防災・減災、国土強
靱化のための５か年加
速化対策」など防災・
減災対策を強力に推進

単位：億円

※当初予算計上額、端数処理のため前年度比較とグラフが合わない場合がある。

(１３か月予算 １，３６２億円 （ ▲３４億円、▲２．４％ ）

⚫ 新型コロナウイルス感
染症の影響により、法
人二税をはじめ多くの
税目で減収が見込まれ
た令和３年度に比べ、
４６７億円の増額となる
8,018億円を計上



Ⅱ 令和４年度予算編成の概要～歳入の状況～

県税 地方交付税 県債 国庫支出金 ３基金繰入

４年度 8,018 2,492 2,001 3,505 730

３年度 7,551 2,167 3,199 2,673 517

増減額 467 325 ▲1,198 832 213

伸び率 6.2 15.0 ▲37.4 31.1 41.2

＜主な歳入＞ （単位：億円、％）

－ ４ －

※端数処理のため計が合わない場合がある。

(１) 県税収入は対前年度４６７億円（６.２％）の増

〔参考〕主な税目の状況（当初予算計上額） （単位：億円、％）

※端数処理のため計が合わない場合がある。

新型コロナウイルス感染症の影響により大幅な減収を見込んでいた令和３年度
と比べ法人二税、個人県民税（均等割・所得割）などで増収を見込んでいる。地
方消費税は、消費回復による増収が期待される一方で令和元年１０月の税率引上
げによる増収効果が平年並みになることの影響により減収を見込んでいる。県税
全体では対前年度４６７億円（６．２％）増の８，０１８億円を計上した。

令和４年度
当初予算額

令和３年度
当初予算額

対前年度
増減額

対前年度
増減率

① 個 人 県 民 税 2,994 2,895 99 3.4

均 等 割 ・ 所 得 割 2,785 2,717 68 2.5

配 当 割 83 85 ▲2 ▲2.6

株式等譲渡所得割 127 94 33 35.6

② 県 民 税 利 子 割 12 13 ▲1 ▲6.2

法
人
二
税

③ 県 民 税 170 114 57 49.9

④ 事 業 税 1,575 1,221 355 29.1

計 1,746 1,334 412 30.9

⑤ 個 人 事 業 税 152 139 12 9.0

⑥ 地 方 消 費 税 1,416 1,477 ▲61 ▲4.2

⑦ 不 動 産 取 得 税 178 186 ▲8 ▲4.6

⑧ 県 た ば こ 税 77 77 ▲1 ▲0.9

⑨ ゴ ル フ 場 利 用 税 21 19 2 11.0

⑩ 軽 油 引 取 税 513 512 1 0.2

⑪ 自 動 車 税 910 897 12 1.4

合 計 8,018 7,551 467 6.2



財源調整のための基金は対前年度２１３億円増の７３０億円を取り崩すことと
した。

〔参考〕 引上げ分の地方消費税収が充てられる社会保障関連経費

（歳入）
引上げ分の地方消費税収 ８３１億円
（社会保障財源化分の市町村交付金を除く）

（歳出）
充当される社会保障関連経費（扶助費含む） ６，６４７億円

（うち一般財源４，０８７億円）

（上記の内訳） （単位：億円)

Ⅱ 令和４年度予算編成の概要～歳入の状況～

区分 主な事業分野 令和４年度予算額

医療 国民健康保険、後期高齢者医療 3,568（1,589）

介護 介護保険給付 1,129（ 922）

少子化対策 子育て支援、児童福祉 1,048（ 893）

その他社会保障施策 障害者福祉、生活保護 902（ 683）

(２) 地方交付税は対前年度３２５億円（１５.０％）の増

(４) 基金の活用

－ ５ －

※（ ）内は一般財源

臨時財政対策債が大幅に減少した地方財政対策を踏まえ、地方交付税は対前年
度３２５億円（１５．０％）増の２，４９２億円、臨時財政対策債は対前年度
▲１，３５０億円（▲６５．９％）の７００億円を計上した。
なお、地方交付税と臨時財政対策債を合わせた実質的な地方交付税は対前年度

▲１，０２５億円（▲２４．３％）の３，１９２億円を計上した。

(３) 県債は対前年度▲１，１９８億円（▲３７.４％）

県債は、臨時財政対策債が大幅に減少したことから、対前年度▲１，１９８億
円（▲３７.４％）の２，００１億円を計上した。
臨時財政対策債を除く県債については、防災対策などの公共事業や特別支援学

校、児童相談所の整備など、緊急性、必要性の高い事業の財源として活用するこ
ととし、対前年度１５２億円（１３.２％）増の１，３０１億円を計上した。

財政調整基金 ３８０億円（３年度 １２１億円）

県債管理基金 ２１０億円（３年度 ２５６億円）

大規模事業推進基金 １４０億円（３年度 １４０億円）

合 計 ７３０億円（３年度 ５１７億円）

※社会保障・税一体改革による消費税率引上げに伴う地方消費税増収分は、その使途を明確
にするとともに、社会保障関連経費に充てることとされている。



Ⅱ 令和４年度予算編成の概要～歳出の状況～

新型コロナウイルス感染症に係る医療提供体制の強化や感染拡大傾向時の知事
の要請に基づく無料検査事業の実施による大幅な増加に加え、後期高齢者医療対
策費及び市町村介護保険財政支援事業費などが引き続き増加していることなどに
より、補助費全体では対前年度６９４億円（１７．６％）の増となった。

(２) 扶助費・公債費は対前年度６７億円（１．６％）の増

新型コロナウイルス感染症に係るＰＣＲ検査等の公費負担や障害者が施設等に
おいて福祉サービスを受けた際に県が負担する給付費の増加が見込まれることか
ら扶助費が対前年度６０億円（４．４％）増加し、扶助費・公債費は対前年度
６７億円（１．６％）の増となった。

(３) 投資的経費は対前年度９４億円（５．４％）の増

平成１８年度当初予算以降最大となる、１，８２２億円を計上した。新たな特
別支援学校や児童相談所の整備、更には県立学校の大規模改修など県単独事業が
増加することなどにより対前年度９４億円（５．４％）の増となった。
公共事業費については、１，０１１億円を計上し、２年ぶりに１，０００億円

を超える水準となった。なお、令和３年度２月補正予算と令和４年度当初予算を
合わせた１３か月予算では、前年度と同規模の事業費を確保した。

(４) 補助費は対前年度６９４億円（１７．６％）の増

(１) 給与費は対前年度▲１２億円（▲０．２％）

給与改定の影響や退職者数の減に伴う退職手当の減などにより、給与費全体で
は対前年度▲１２億円（▲０．２％）となった。

(５) 県税交付金等は対前年度▲２３億円（▲０．７％）

＜主な歳出＞

－ ６ －

※端数処理のため計が合わない場合がある。 （単位：億円、％）

景気回復の影響などにより法人関係税収が増加となる一方、税率引上げによる
増収効果が平年並みになることにより地方消費税収が減少するため、県税交付金
等全体では対前年度▲２３億円（▲０．７％）となった。

性質別 給与費
扶助費
公債費

投資的経費 補助費 県税交付金等

４年度 5,675 4,221 1,822 4,647 3,465

３年度 5,687 4,154 1,728 3,953 3,489

増減額 ▲12 67 94 694 ▲23

伸び率 ▲0.2 1.6 5.4 17.6 ▲0.7



Ⅲ 主要施策の概要～直面する危機からの脱却～

１ 新型コロナウイルス感染症の拡大防止

□ 検査・医療提供体制等の確保〔保健医療部〕 138,937百万円

9,970百万円

□ 新型コロナウイルスワクチン接種の推進〔保健医療部〕

接種医療機関等への支援、 埼玉県ワクチン接種センターの運営、副反応等

の相談窓口の運営・正確な情報の周知

31百万円□ 感染症専門人材の育成〔保健医療部〕

入院医療機関における感染症予防や感染初期の拡大防止対策にリーダーとし

て対応できる人材を育成

新 新

新

－ ７ －

□ 感染者のフォローアップ体制や軽症者等の療養体制の確保〔保健

医療部〕 31,007百万円

保健・医療提供体制確保計画に基づいた軽症者等の宿泊・自宅療養体制の確

保、感染者のフォローアップ体制の確保

680百万円□ 救急・周産期医療への助成〔保健医療部〕

新型コロナウイルス感染症患者の受入体制を継続し、救急等の医療提供体制

を確保するため、医療従事者の処遇改善などの費用を医療機関に対して支援

新

陽性が疑われる方への検査の実施、不安を抱える妊婦等を対象とした検査の

実施、 感染拡大傾向時の知事の要請に基づく無料検査の実施、保健・医療提

供体制確保計画に基づいた病床の確保、陽性患者等を受け入れた医療機関に対

する支援、クラスター対策の推進、県民相談の実施

新



Ⅲ 主要施策の概要～直面する危機からの脱却～

－ ８ －

＊ 福祉施設における感染拡大防止対策〔福祉部〕 2,775百万円

＊ 県立学校における感染拡大防止〔教育局〕 383百万円

特別支援学校のスクールバスにおける感染リスクの低減を図るため、バ

スの増便を実施

＊ 警察活動における感染拡大防止〔警察本部〕 148百万円

警察活動の継続を図るために必要なマスクや消毒液等を整備

など

□ 感染拡大防止対策

＊ 感染拡大防止等を呼び掛ける特別広報〔県民生活部〕 123百万円

テレビやラジオのスポットＣＭ、新聞紙面広告、ＳＮＳを中心としたＷｅ

ｂ広告などによる情報発信

＊ 飲食店等への支援〔産業労働部〕 499百万円

彩の国「新しい生活様式」安心宣言飲食店＋（プラス）の更なる普及と

モニタリング実施、 各種協力金・支援金などの問合せに対応するための

コールセンターの運営

新

新

高齢者施設・障害者施設・児童養護施設等でのクラスター発生時の療養

体制を確保するため看護師を派遣、 保育所及び放課後児童クラブ等のト

イレの乾式化や非接触型水栓の設置等への助成、 児童養護施設等におけ

る個室化に要する経費等への助成、介護サービス事業所・障害福祉サービ

ス等事業所のサービス継続支援、介護施設等の多床室の個室化・簡易陰圧

装置等の整備

新

新

新



２ 社会全体のＤＸの推進とウィズコロナ下での経済回復・成長

Ⅲ 主要施策の概要～直面する危機からの脱却～

□ デジタル化によるビジネスモデルの転換支援〔産業労働部〕

182百万円＊ 中小企業のデジタル化支援

30百万円＊ オンラインを活用した販路開拓支援

常設マッチングサイトの新設による県内中小企業のビジネスマッチング

支援、積極的な取引あっせんを実施するマッチングコーディネーターの増員、

海外展開に向けた県内中小企業のｅコマース活用支援、海外ＥＣサイトへの

埼玉県特設ショップの開設

新

商店街に対する決済端末導入経費等の助成、先進事例などを集約した情報

サイトの構築、キャッシュレス化の推進に向けた啓発セミナーの実施

144百万円＊ 商店街に対するキャッシュレス決済の導入支援新

225百万円＊ 技術・製品の開発支援とＡＩ・ＩｏＴの活用支援

デジタル等に関する技術・製品の開発支援、 産学連携による技術開発力

向上支援、ＡＩ・ＩｏＴの普及・活用の促進や人材育成のためのセミナーの

開催、企業のＡＩ・ＩｏＴ導入に対する支援、デジタルものづくり環境を活

用した技術支援

－ ９ －

新

ＤＸ推進支援ネットワークの運営、 支援策等を集約したワンストップ

ウェブサイトの運営、 ネットワークに登録するＩＴ企業等（ＤＸ推進支援

パートナー（仮称））と県内企業のマッチング支援、商工会議所連合会及び

商工会連合会のＤＸ推進員の増員、 デジタル技術を活用した新サービスの

開発等に係る経営革新計画の実行支援、 戦略的なテレワークの活用手法を

提示した業種別ガイドラインの作成によるテレワーク再構築支援、ＤＸセミ

ナーの実施、ＩＣＴ活用コーディネーターによる個別支援の実施

新

新 新

新

新



Ⅲ 主要施策の概要～直面する危機からの脱却～

－ １０ －

□ デジタル分野における人材の育成・確保支援〔産業労働部〕

21百万円＊ 県内中小企業のニーズに対応した人材育成

県内中小企業のニーズに対応したデジタル人材育成のための在職者向け訓

練の実施

44百万円＊ 女性のデジタル人材の育成

13百万円＊ ＤＸ推進支援ネットワークを通じた人材育成の推進

企業の経営幹部層などＤＸの推進役となる人材を対象に開催するＤＸ研修

講座に係る開催経費及び受講料の助成

新

出産や子育てなどで長期間離職している方などを対象にしたデジタル人材

育成講座と就業支援の実施

□ インフラ建設管理におけるＤＸの推進〔県土整備部〕

20百万円＊ インフラデータの利活用検討

インフラデータを効率的に利活用するための仕組みの検討、庁内統合

ＧＩＳとの連携に必要となるシステム設計・構築に向けた検討

新

＊ ｉ-Constructionの推進 374百万円

公共事業においてＣＩＭ（建設生産プロセスにおいて３Ｄデータを活用し

た取組）を推進するための環境整備及び３Ｄ測量の実施

10百万円

ＩＣＴを活用した茶の適正管理モデルの構築、狭山茶産地の生産性の向上に

向けた試験研究の実施

□ 狭山茶生産におけるＤＸの推進〔農林部〕新

＊ デジタル人材の確保支援 174百万円

中小企業が負担する人材紹介手数料への助成を通じた即戦力のデジタル人

材の確保支援



物品等入札参加資格審査申請のオンライン化の推進及び審査の効率化、

県営住宅の入居申込システムの開発、 「立会人型電子契約」の実証実

験等の実施、 県立学校入試における電子出願の導入研究

テレワーク環境の整備、業務のペーパーレス化、会議のデジタル化、スマー

トオフィスの実現、モバイルＰＣの拡充、 新たな財務会計システム及び第５

次県庁ＬＡＮの設計・構築、 次期情報セキュリティクラウドの導入、 防災

行政無線の機能強化、 国のシステムとの連接による情報収集力強化に向けた

災害オペレーション支援システムの改修、 運転免許更新時等における認知機

能検査へのタブレット端末の導入

Ⅲ 主要施策の概要～直面する危機からの脱却～

－ １１ －

＊ 「ワンストップ・ワンスオンリー」の推進〔企画財政部〕

92百万円

□ 行政手続のオンライン化の推進

＊ 各種手続のオンライン化〔総務部・都市整備部・会計管理者・

教育局〕 100百万円

□ 公金収納のキャッシュレス化の推進〔企画財政部・総務部・会計

管理者・警察本部〕 277百万円

電子申請システムにおけるクレジットカード決済機能の追加、 全ての税

目の納付書に統一ＱＲコードを印字できるよう税務システムを改修、自動車

税等の納税が可能なスマートフォン決済アプリの拡大、 放置違反金への

キャッシュレス納付の導入

新

新

新

□ 行政のＤＸの推進〔企画財政部・危機管理防災部・教育局・警察

本部〕 3,184百万円

新

新 新

新

新

新

新

新

県民や事業者がワンストップ・ワンスオンリーで行政サービスを受けら

れる情報連携基盤（プラットフォーム）の整備に向けた各種調査・要件定義、

行政サービスにおけるワンスオンリーの実現に向けたＷＥＢデータベースの

運用及び対象業務の拡大

新

新



Ⅲ 主要施策の概要～直面する危機からの脱却～

－ １２ －

□ ＩＣＴツールを活用した業務の効率化〔企画財政部・福祉部〕

118百万円

ＲＰＡ技術及び音声認識システムを活用した業務自動化の推進、 全ての児

童相談所に音声認識による記録の作成システムの導入、 児童相談所業務支援

システムに児童虐待の類似事例検索機能を追加

新

新

□ デジタル化を踏まえた新たな企業誘致戦略の展開〔産業労働部〕新

29百万円

オンライン企業立地セミナー開催による誘致活動の全国展開、オンラインに

よる企業立地相談窓口の開設、官民が連携した推進体制「埼玉県企業誘致推進

会議（仮称）」等の構築

融資枠：3,000億円□ 資金調達の円滑化支援〔産業労働部〕

□ 中小企業の事業再構築等に対する支援〔産業労働部〕

＊ 事業の再構築に向けたチャレンジ支援（一部再掲・P9）
238百万円

事業再構築支援センターによる事業再構築計画の策定支援、 事業再構築

計画策定のための専門家への相談料・コンサルティング経費等に対する助成、

デジタル技術を活用した新サービスの開発等に係る経営革新計画の実行支

援、地場産品を製造する産地組合等によるウィズコロナに対応した新たな事

業展開等に対する支援

新 新

2百万円

新 北部地域への支援拠点の新設を通じた事業承継支援の体制強化、県内各

地で事業承継に関する出張相談会等を実施

＊ 事業承継の支援

新総融資枠3,000億円の確保による中小企業の資金需要への対応、 設備投資促

進資金に「カーボンニュートラルの実現」・「ＤＸの推進」・「事業再構築」

の３要件を新設

新



＊ エッセンシャルワーカーの処遇改善〔総務部・福祉部・保健医療

部〕

Ⅲ 主要施策の概要～直面する危機からの脱却～

－ １３ －

□ 働き方改革等による多様な働き方の推進と多様な人材の活躍支援

〔産業労働部〕 333百万円

新

重度障害者や精神障害者を雇用する企業の開拓及び超短時間雇用からのス

テップアップとテレワーク活用による職場定着支援、コロナ禍で離職した潜在

的な女性求職者に対する就職支援、学生のインターンシップ参加を支援する新

たな就活イベントの開催、セカンドキャリアセンターにおいて専門チームによ

るシニアの求人開拓の実施、離職者に対する紹介予定派遣制度を活用した正社

員就労支援

13,556百万円

看護師、保育士、幼稚園教職員、介護施設や障害福祉施設職員等を対象に、

賃上げ効果が継続される取組を行うことを前提とした処遇改善を実施

新

＊ 事業継続力の強化支援 6百万円

サプライチェーン等で繋がりのある複数の事業者による連携事業継続力強

化計画の策定支援、事業継続力強化計画の普及促進

新

□ 県内中小企業の人材確保支援〔産業労働部〕

従業員に対する手当支給等の奨学金返還支援制度を導入する中小企業等への

助成、大学生や若年求職者に対する多様な働き方実践企業等の魅力発信

67百万円

新



185百万円

大河ドラマ「鎌倉殿の１３人」を軸としたプロモーションの実施、アニメ

「クレヨンしんちゃん」を活用したＰＲ動画等による観光情報の発信、 県

内全域を対象としたスタンプラリーの実施、ところざわサクラタウン・（一

社）アニメツーリズム協会・交通事業者等と連携したプロモーションによる

観光需要の創出

Ⅲ 主要施策の概要～直面する危機からの脱却～

－ １４ －

など

新

新

□ 県産農産物の収益力の強化〔農林部〕

20百万円＊ 転換作物の作付拡大による水田競争力の強化

米から定着性の高い麦・大豆・野菜への転換・作付拡大に向けた取組を

支援

366百万円＊ 新規就農者への支援強化

農業研修生や新規就農者に対しての資金助成、 就農後の経営発展のた

めに機械・施設等の導入を支援

新

□ 誘客促進による観光の振興〔産業労働部〕

＊ 民間事業者等と連携した広域観光の促進

新



Ⅳ 主要施策の概要～日本一暮らしやすい埼玉に向けた将来像の実現～

１ 安心・安全の追究

（１）災害・危機に強い埼玉の構築

危機や災害ごとに対処すべき具体的なシナリオの拡充及び図上訓練の実施、

シナリオや図上訓練の検証や助言等を行う専門家による会議の設置

□ 危機や災害に強い体制づくり

＊ 災害対応力の強化〔危機管理防災部〕 18百万円

新

＊ 防災ヘリコプターの更新による消防防災力の充実（債務負担行

為）〔危機管理防災部〕

運航開始後２１年が経過した「あらかわ２」を更新することで、消防防災

力を充実（運航開始予定：令和７年度）

134百万円
＊ 防災行政無線の機能強化（再掲･P11）〔危機管理防災部〕

大規模災害時等における情報収集・伝達手段の強化を目的とした衛星系防

災行政無線の再整備及び地上系防災行政無線の改修に向けた設計を実施

新

新

＊ 発災初期の情報収集力強化（再掲･P11）〔危機管理防災部〕

災害オペレーション支援システムと国の基盤的防災情報流通ネットワーク

を連接し、発災初期における被害情報等の情報収集力を強化

新

23百万円

－ １５ －

61百万円＊ 災害時の医療体制の強化〔保健医療部〕

災害拠点病院と連携し患者受入れの円滑化を図る災害時連携病院の整備、

県内で活動する地域ＤＭＡＴの養成、風水害発生前に在宅難病患者が避難入

院できる仕組みの実施、災害時薬剤師の養成

□ 減災に向けた自助と共助の促進〔危機管理防災部〕

動画コンテンツやＳＮＳ等により若い世代へ自助の防災啓発や広報を実施、

自主防災組織の活性化に向けて市町村が実施するヤングリーダー養成講座

等への支援

新

新

20百万円

2,839百万円



Ⅳ 主要施策の概要～日本一暮らしやすい埼玉に向けた将来像の実現～

－ １６ －

個別避難計画に基づく福祉避難所への要配慮者受入れ体制の整備を促進

□ 災害時における要配慮者への支援体制の強化〔福祉部〕 5百万円新

□ 家畜伝染病の防疫体制の強化〔農林部〕 61百万円

家畜衛生情報共有システムの適切な維持管理、疾病発生時に備えた初動対応

費の確保、新たな家畜保健衛生所の設置に向けた測量・設計及び川越家畜保健

衛生所の耐震・改修設計の実施

□ 県営住宅へのスマート＆レジリエント機能の導入〔都市整備部〕

川口飯塚団地の建替えに際して隣接地で実施する市事業と連携し、エネル

ギー利用の効率化や災害時の電力融通・集会施設の避難所利用などを実現

237百万円

新

□ 下水道の共同災害訓練の実施〔下水道局〕

広域的な災害に対しても下水道機能の早期復旧が図れるよう、県内市町・組

合や協定締結団体等と共同災害訓練を実施し、災害対応力を向上

23百万円

□ 既存建築物の耐震化の促進

＊ 二次救急医療機関等の耐震化の推進〔保健医療部〕 784百万円

二次救急医療機関等の耐震化のための施設整備に対する助成

□ 防災関連公共事業の推進

＊ 災害に強い道路の整備〔県土整備部〕

＊ 埼玉版流域治水対策の推進〔県土整備部〕 14,026百万円

河道や砂防関係施設の整備などを集中的に行い「防災力」を高めるとともに

水害リスク情報の充実など「減災力」も高める施策を進める「流域治水」を、

あらゆる関係者との協働により推進

20,114百万円

ミッシングリンクの解消、橋りょうの耐震補強や無電柱化の推進

農業用ため池の防災・減災対策の推進、治山事業の推進、農地防災事業の

推進

3,882百万円＊ 農林関係防災事業の推進〔農林部〕



Ⅳ 主要施策の概要～日本一暮らしやすい埼玉に向けた将来像の実現～

3,954百万円□ 地震に強い浄水場施設の整備〔企業局〕

大規模地震による被害を最小限に抑え、震災時でも水道用水及び工業用水の

安定供給を確保するため、浄水場や中継ポンプ所の耐震化を推進

□ 下水道施設の老朽化対策の推進〔下水道局〕

□ 下水道施設の災害対策の推進〔下水道局〕

水処理施設や中継ポンプ場等の耐震化工事の実施、幹線における人孔浮上対

策工事の実施、耐水対策の推進、荒川水循環センターにおける沈砂池ポンプ棟

ほか再構築事業の実施

5,702百万円

ストックマネジメント計画に基づく流域下水道施設の計画的な改築を実施

12,589百万円

＊ 感染者のフォローアップ体制や軽症者等の療養体制の確保（再

掲・P7） 31,007百万円

保健・医療提供体制確保計画に基づいた軽症者等の宿泊・自宅療養体制の

確保、感染者のフォローアップ体制の確保

＊ 検査・医療提供体制等の確保（再掲・P7） 138,937百万円

□ 新型コロナウイルス感染症への対応〔保健医療部〕

－ １７ －

2,245百万円＊ 学校の耐震対策の推進〔教育局〕

県立学校施設の耐震補強工事等の実施

185百万円＊ 住宅・建築物の耐震化の促進〔都市整備部〕

緊急輸送道路閉塞建築物をはじめとする民間建築物耐震化支援、応急危険

度判定体制の整備、応急危険度判定士参集マッチングシステムの活用推進

陽性が疑われる方への検査の実施、不安を抱える妊婦等を対象とした検査

の実施、 感染拡大傾向時の知事の要請に基づく無料検査の実施、保健・医

療提供体制確保計画に基づいた病床の確保、陽性患者等を受け入れた医療機

関に対する支援、クラスター対策の推進、県民相談の実施

新



Ⅳ 主要施策の概要～日本一暮らしやすい埼玉に向けた将来像の実現～

－ １８ －

感染拡大防止等を呼び掛ける特別広報、福祉施設における感染拡大防止対策、

飲食店等への支援、県立学校における感染拡大防止、警察活動における感染拡

大防止

□ 感染拡大防止対策（再掲・P8）〔県民生活部・福祉部・産業

労働部・教育局・警察本部〕 3,927百万円

31百万円＊ 感染症専門人材の育成（再掲・P7）

入院医療機関における感染症予防や感染初期の拡大防止対策にリーダーと

して対応できる人材を育成

新

県保健所に導入したタブレット端末を活用した医療通訳サービスにより外国

人感染症患者に対して円滑な調査・指導を実施

3百万円□ 多言語に対応した感染症対策の推進〔保健医療部〕

20百万円

□ グローバル化の進展に伴う感染症対策の推進〔保健医療部〕

重大感染症早期探知体制の構築、次世代シーケンサー（遺伝子解析を行う機

器）を活用した迅速な解明、感染症対策従事者向け研修の実施

など

680百万円＊ 救急・周産期医療への助成（再掲・P7）

新型コロナウイルス感染症患者の受入体制を継続し、救急等の医療提供体

制を確保するため、医療従事者の処遇改善などの費用を医療機関に対して支

援

新

9,970百万円

＊ 新型コロナウイルスワクチン接種の推進（再掲・P7）

接種医療機関等への支援、 埼玉県ワクチン接種センターの運営、副反

応等の相談窓口の運営・正確な情報の周知

新 新
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□ 警察の活動基盤の強化〔警察本部〕

378百万円＊ 交番・駐在所の改築（債務負担行為等）

1,666百万円＊ 警察施設の計画的な予防保全改修

交番３か所、駐在所３か所の改築

越谷警察署庁舎の改築（開署予定:令和７年度）

20百万円＊ 越谷警察署庁舎の現在地改築

警察署等のトイレ・屋上等の改修、運転免許センターの長寿命化のための

改修

－ １９ －

（仮称）川口北警察署庁舎の新設に向けた設計（開署予定:令和８年度）

79百万円＊ （仮称）川口北警察署庁舎の新設

1,390百万円＊ 警察装備の整備（一部再掲・P8,P18）

警察車両、耐刃防護衣、感染防護資機材等の整備

3百万円□ 防犯意識の普及啓発や防犯活動の促進〔県民生活部〕

街頭キャンペーンや「わがまち防犯隊」のレベルアップセミナーの実施、防

犯活動に取り組む県内事業者との協定の締結

37百万円□ 防犯環境の整備促進〔県民生活部〕

防犯カメラの設置や特殊詐欺対策機器の普及、自主防犯活動団体の活性化に

取り組む市町村に対する助成

108百万円□ 特殊詐欺の被害防止〔県民生活部・警察本部〕

特殊詐欺被害防止コールセンターによる注意喚起、特殊詐欺抑止対策員によ

る水際防止対策、特殊詐欺被害防止のための啓発活動の推進

28百万円□ 犯罪被害者等支援体制の整備促進〔県民生活部〕

性犯罪被害者を支援する「アイリスホットライン」（２４時間３６５日対

応）の運用、 Ｗｅｂ会議ツールを活用した相談の実施、市町村支援の強化、

彩の国犯罪被害者ワンストップ支援センターの機能強化

（２）県民の暮らしの安心確保

新
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－ ２０ －

9百万円□ 交通事故の被害防止〔県民生活部〕

横断歩道の歩行者優先意識の普及、事故多発時の緊急対策の推進

3百万円□ 高齢運転者の交通事故防止〔県民生活部〕

シルバー・サポーター制度の周知、運転免許自主返納サポートセミナーの開

催等による運転免許自主返納の促進、高齢運転者への安全運転啓発

□ 暮らしの安全安心を支える歩道や自転車通行空間の整備（一部再

掲・P16）〔県土整備部〕 2,666百万円

歩道や自転者通行空間を整備し、安全で快適な道路環境を確保

□ 子どもの命を守る通学路の緊急対策〔県土整備部〕 80百万円新

通学路安全総点検に基づくガードレール等による緊急対策により、子ども達

の安心・安全を確保

□ 円滑な交通と安全を確保する交差点整備〔県土整備部〕

交通事故防止や交通渋滞解消のため、右折帯設置などの交差点改良を実施

928百万円

5,294百万円□ 交通安全施設の整備〔警察本部〕

信号機の新設、信号機の計画的な更新・ＬＥＤ化、老朽化した道路標識や摩耗

した横断歩道等の道路標示の更新、第５期埼玉県通学路整備計画に基づく通学路

における安全対策の推進、ゾーン３０プラスの整備による生活道路対策の推進

15百万円

認知機能検査へのタブレット端末の導入（再掲・P11）〔警察本部〕

運転免許更新時等における認知機能検査へのタブレット端末の導入

470百万円□ 高齢者講習施設庁舎の新設〔警察本部〕

高齢者講習施設庁舎の新設（開所予定：令和６年度）

新
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－ ２１ －

□ 消費者被害対策の推進〔県民生活部〕

消費者の安心･安全を確保するため、県･市町村の消費生活相談体制の充実･強

化、悪質事業者に対する行政指導・処分を実施、消費生活講座の実施、 消費

者志向経営の推進に向けたシンポジウムの開催・従業員向け消費者教育の実施

158百万円

新

148百万円□ 食の安全・安心の確保〔保健医療部〕

食肉衛生検査センターの運営、 食肉衛生検査センター北部支所の建替えの

ための設計、食中毒の原因究明、食中毒の予防啓発、事業者による自主衛生管

理の定着促進、食の安全とリスクを判断できる人材の育成

新

安全・安心な農産物を供給するため、Ｓ－ＧＡＰの取組の普及拡大を加速化

□ 県産農産物の安全性確保〔農林部〕 9百万円

□ 安全・安心な水の安定供給〔企業局〕 1,694百万円

河川の水質異常や水質の急激な変化等に対応し、水質基準に適合した安全な

水を安定して供給するため、県営浄水場に高度浄水処理施設を整備

168百万円

□ 生活困窮世帯及び生活保護世帯の自立に向けた支援〔福祉部〕

就労・住宅・学習等の支援員を配置し、町村部の生活保護受給者・生活困窮

者の自立支援を推進

168百万円

□ 生活困窮世帯及び生活保護世帯の子供への学習支援等〔福祉部〕

生活困窮世帯及び生活保護世帯の小学生から高校生までの学習支援等を実施、

コーディネーターの設置など「ジュニア・アスポート教室」の普及に向けた取

組を実施、 タブレットによるオンライン学習の導入新

□ 子供の居場所づくりの推進〔福祉部〕 18百万円

「こどもの居場所づくりアドバイザー」の養成・派遣、子供の居場所におけ

る体験活動や学習支援を推進するための講師等を派遣
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－ ２２ －

137百万円＊ ひとり親家庭等に対する徹底支援〔福祉部〕

ひとり親に対する経済的支援、ひとり親に対する就業相談や資格取得支援

講座等の実施、養育費確保のための無料法律相談等の実施

□ シングルマザー支援の推進

＊ 女性の貧困問題への支援〔県民生活部〕

シングルマザー等を対象とした講座や女性の貧困問題解決に向けた地域活

動を行う女性リーダーの育成講座を実施、 困難を抱えた若年女性の貧困問

題解決に向けた支援を行う人材の育成セミナー等の開催

7百万円

新

□ ケアラー・ヤングケアラーへの支援〔福祉部、教育局〕

「ケアラー月間」を中心とした普及啓発、相談支援員等の人材育成、ヤング

ケアラーの居場所づくり、 ヤングケアラー支援推進協議会の設置・運営、

ヤングケアラーに対する相談体制の構築、 地域におけるヤングケアラー

の早期発見・把握の体制づくり、ケアラー入院時等の要介護者受入施設の運営、

医療的ケア児者への支援の促進、 市町村が実施するヤングケアラー等への家

事・育児支援に対する助成、学校等における理解促進のための出張授業の拡充、

教職員向け指導資料の作成、専門家等を活用した相談体制の充実等

新

1,182百万円

18百万円□ ひきこもり支援の推進〔保健医療部〕

埼玉県ひきこもり相談サポートセンターの運営やひきこもり集いの場の活動

支援、ひきこもり訪問サポーターの派遣

□ 虐待通報ダイヤルの運用・虐待防止の啓発〔福祉部〕

児童・高齢者・障害者の各虐待の通報等を一括して受ける虐待通報ダイヤル

の運用及び虐待防止の啓発

46百万円

68百万円

地域再犯防止の推進、ＩＣＴと専門職の活用による自立支援の促進

□ 福祉サービス体制の強化〔福祉部〕

など
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（３）介護・医療体制の充実

－ ２３ －

168百万円
□ 地域包括ケアシステムの構築（一部再掲・P22）〔福祉部〕

専門職で構成する「総合支援チーム」の派遣によるノウハウ支援、市町村・

地域包括支援センター職員等への研修、介護施設等における看取り体制の強化、

「ケアラー月間」を中心とした普及啓発、相談支援員等の人材育成、ヤングケ

アラーの居場所づくり、 ヤングケアラー支援推進協議会の設置・運営、 ヤ

ングケアラーに対する相談体制の構築、 地域におけるヤングケアラーの早期

発見・把握の体制づくり、 複雑化・複合化した課題等に対応できる包括的な

相談・支援体制の構築に向けた市町村への支援

新

新

新

□ 在宅医療提供体制の充実〔保健医療部〕

在宅医療への参入促進のため訪問診療等同行研修の実施、アドバンス・

ケア・プランニングを普及する医師の人材バンク登録制度の整備、がん診療

連携拠点病院と地域の医療機関等との連携体制の構築

50百万円＊ 在宅医療提供体制の整備

新

26百万円＊ 訪問看護体制の充実

新人訪問看護師の合同研修の実施、訪問看護の体験実習の実施、高度な医

療が必要な患者に対応できる訪問看護師の育成・指導、訪問看護ステーショ

ン向けの相談窓口の設置

126百万円＊ 在宅歯科医療の推進

地域在宅歯科医療推進拠点の運営、在宅歯科医療を円滑に行うための歯科

医療関係者への研修、歯科衛生士の確保対策

108百万円□ 認知症施策の推進〔福祉部・保健医療部〕

認知症のケア技術向上を図る家族介護者への研修、認知症サポーター等の養

成、若年性認知症の相談窓口の設置、若年性認知症の人の就労継続支援、認知

症の人やその家族に対する地域の支援を広げるための「チームオレンジ」の構

築、認知症の早期発見のための検診を実施する市町村への助成、地域の認知症

医療の中核を担う認知症疾患医療センターの運営委託



Ⅳ 主要施策の概要～日本一暮らしやすい埼玉に向けた将来像の実現～

－ ２４ －

514百万円□ 介護人材の確保・定着の促進〔福祉部〕

□ 地域の医療体制の充実〔保健医療部〕

557百万円＊ 搬送困難事案の解消

搬送困難となった救急患者を一定の条件の下で受け入れる医療機関への助

成、精神合併症の救急患者受入体制を構築する医療機関に対する助成

372百万円＊ 救急電話相談の運営

２４時間３６５日、大人・子供問わず看護師による電話相談の運営、ＡＩ

を活用したチャット形式の救急相談の運営

1,187百万円＊ 救急医療体制の整備

救命救急センターへの助成、診療機能強化に対する助成、ドクターヘリの

県内運航や他県との広域連携に係る体制の構築、 大動脈解離の搬送困難事

案を減らすための救急医療情報システムの機能強化

1,714百万円＊ 小児救急医療・周産期医療体制の整備

小児救命救急センターや小児二次救急輪番病院等に対する助成、周産期母

子医療センター等の運営に対する助成、母体・新生児搬送コーディネーター

の配置、 分娩監視装置の遠隔モニタリング体制への助成

新

新

関係機関による協議の場の設置、外国人患者対応研修の実施

□ 外国人患者の受入れ環境の整備〔保健医療部〕 1百万円

326百万円□ 回復期病床整備の推進〔保健医療部〕

回復期病床への転換を行う医療機関に対する施設・設備整備費の助成

オンラインによる介護未従事者等に対する研修・マッチングの実施、 離職

防止のためキャリアカウンセラーによる相談・再就職の支援、介護福祉士養成

施設在学者への修学資金の貸付、市町村による介護人材確保策に対する助成、

介護事業所のＩＣＴ導入支援、他業種から介護職への転職等に係る就職支援金

の貸付、福祉系高校に通う学生への修学資金の貸付､ スマート介護施設モデル

事業の実施

7,997百万円□ 介護施設職員等の処遇改善（再掲・P13）〔福祉部〕

介護施設職員等に賃上げ効果が継続される取組を行うことを前提とした処遇

改善を実施

新
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－ ２５ －

□ 医師確保対策の推進〔保健医療部〕

103百万円＊ 埼玉県総合医局機構の推進

臨床研修医の県内医療機関への誘導、地域医療教育センターのシミュレー

タ機器を最新機器に更新、若手医師に対するキャリア形成の支援、医師バン

クの運営や女性医師の復職支援

＊ 医学生・研修医に対する奨学金・研修資金の貸与 745百万円

県外大学医学生や地域枠医学生に対する奨学金の貸与（地域枠の定員拡

大）、産科・小児科・救命救急センターの医師を目指す臨床研修医や周産期

母子医療センター・救命救急センターの後期研修医に対する研修資金の貸与

病院合同説明会で専門医資格取得に向けた県内病院のプログラムをＰＲ、

後期研修スタートアップセミナーの開催

79百万円＊ 後期研修医の獲得・定着

643百万円＊ 看護師等養成所への支援

看護師等養成所の運営費に対する助成

230百万円＊ 病院内保育所への支援

保育施設を設置している病院・診療所に対して運営費を助成

□ 看護職員確保対策の推進〔保健医療部〕

勤務医の労働時間短縮に向けた取組への助成、最先端の知識・技術を習得

するための海外留学支援

＊ 埼玉ブランドの構築 46百万円
新

41百万円＊ 看護師の定着・就労支援

潜在看護師等の職場復帰のための講習会等の実施、離職看護師等の届出制

度を活用した復職支援の実施

1百万円□ 薬局のかかりつけ機能強化の推進〔保健医療部〕

認知症対応薬局、ポリファーマシー（多剤併用に伴う薬物有害事象）対策及び

在宅医療の推進、 オンライン服薬指導普及のための講習会の実施新

1,149百万円□ 看護職員等の処遇改善（再掲・P13）〔保健医療部〕

地域で一定の役割を担う医療機関に勤務する看護職員等を対象に、賃上げ効果

が継続される取組を行うことを前提とした医療機関に対する助成

など

新



Ⅳ 主要施策の概要～日本一暮らしやすい埼玉に向けた将来像の実現～

２ 誰もが輝く社会

（４）子育てに希望が持てる社会の実現

－ ２６ －

78百万円□ 結婚への機運醸成と結婚新生活に向けた支援〔福祉部〕

□ 妊娠・出産・子育ての段階ごとのきめ細かな支援〔保健医療部〕

＊ 不妊治療への支援

不妊治療に係る負担を軽減するため、特定不妊治療（体外受精・顕微授精）

や男性不妊治療（精子採取術）に対して助成（保険適用に係る経過措置）

28百万円

＊ 小児・ＡＹＡ世代のがん患者等の妊孕性温存療法への支援

小児・ＡＹＡ世代のがん患者等が子どもを出産することができる可能性を

温存するための妊孕性温存療法に要する費用を助成

269百万円＊ 埼玉版ネウボラの推進

子育て世代包括支援センターの機能の充実、 母子保健と児童福祉の一体

的提供に向けた支援、産婦に対する産後うつ病のスクリーニング等実施経費

に対する助成

153百万円＊ 「ウェルカムベイビープロジェクト」の推進

早期不妊治療を促す上乗せ助成や不育症に係る検査費用の助成、「こうの

とり健診」（夫婦そろっての不妊検査）に係る費用の助成

1,469百万円

新

□ 不妊症・不育症の方への支援〔保健医療部〕 8百万円

不妊症や不育症により子供を授かることのできなかった方への心理的ケアの実

施、自治体職員や医療機関のスタッフを対象とした研修会の実施、関係機関に

よる協議会の設置

新

市町村や企業等とともに運営するＳＡＩＴＡＭＡ出会いサポートセンターに

おける結婚支援（ＡＩを活用したマッチングシステムと相談員による支援等）、

若者１，０００人の出会い・婚活を集中的に支援、 県民の結婚・子育て等

支援ニーズ調査、市町村との連携による結婚新生活に向けた経済的支援の推進

新 新



Ⅳ 主要施策の概要～日本一暮らしやすい埼玉に向けた将来像の実現～

－ ２７ －

1,565百万円

第３子以降が生まれた世帯に子育てサービス等に利用できる３キュー子育て

チケットの配布、保育所等に入所している第３子以降の児童（満３歳未満）を

対象に保育料を軽減、パパ・ママ応援ショップ事業と多子世帯応援ショップ事

業の推進、乳幼児連れの外出を支援する赤ちゃんの駅の設置促進

□ 社会全体で子育てを応援する機運の醸成〔福祉部〕

□ 私立学校における教育費負担軽減のための助成〔総務部〕

22,126百万円

私立学校に通う園児・児童・生徒のいる世帯が一定の要件を満たした場合に

授業料等を助成

□ 保育所待機児童対策の推進〔総務部・福祉部・産業労働部〕

1,851百万円

保育所待機児童の解消を図るため、新たに３，０００人の保育サービス受入

枠を拡大

920百万円□ 保育士の確保・定着の促進〔福祉部〕

潜在保育士名簿への登録制度の運用、復職支援プログラムの実施、新卒及び

潜在保育士向けの貸付、保育士・保育所支援センターによる潜在保育士等の復

職支援、保育所等が保育士用宿舎を借り上げる場合の上乗せ補助、保育現場に

おけるリーダー的職員を育成する研修を実施

450百万円□ 保育士等の処遇改善（再掲・P13）〔福祉部〕

保育士等に賃上げ効果が継続される取組を行うことを前提とした処遇改善

を実施

新

内容 受入枠

認可保育所の整備促進 1,300人

幼保連携型認定こども園等の整備 600人

小規模保育等の整備促進 600人

企業内保育所の整備促進 40人

企業主導型保育事業活用への支援 460人

計 3,000人



Ⅳ 主要施策の概要～日本一暮らしやすい埼玉に向けた将来像の実現～

－ ２８ －

□ 多様な保育サービスの提供支援〔福祉部〕

延長保育事業、一時預かり事業、地域子育て支援拠点事業、ファミリー・サ

ポート・センター事業、利用者支援事業、病児保育事業など子育てにおける負

担の軽減や仕事と子育ての両立を支援

3,457百万円

□ 子育て世帯の医療費負担の軽減〔保健医療部〕

乳幼児やひとり親家庭等、重度心身障害者の医療費を助成する市町村への補

助、 県内全域における未就学児の窓口無料化（現物給付）の実施

9,305百万円

7,144百万円

□ 放課後児童クラブや放課後子供教室への支援〔福祉部・教育局〕

放課後児童クラブ・放課後子供教室を実施する市町村への助成、アドバイ

ザーによる放課後児童クラブへの巡回支援

224百万円

□ 放課後児童クラブ支援員等の処遇改善（再掲・P13）〔福祉部〕

放課後児童クラブ支援員等に賃上げ効果が継続される取組を行うことを前提

とした処遇改善を実施

新

□ 子供の居場所づくりの推進（再掲・P21）〔福祉部〕 18百万円

「こどもの居場所づくりアドバイザー」の養成・派遣、子供の居場所におけ

る体験活動や学習支援を推進するための講師等を派遣

熊谷児童相談所・一時保護所の一体整備、朝霞市内での児童相談所（一時保

護所併設）の新設に向けた実施設計、児童相談所の機能強化、児童虐待相談対

応の充実、 全ての児童相談所に音声認識による記録の作成システムの導入、

児童相談所業務支援システムに児童虐待の類似事例検索機能を追加、 市

町村が実施するペアレントトレーニング等に対する助成

□ 児童虐待防止対策の強化（一部再掲・P12）〔福祉部〕
2,051百万円

新

新 新

新



Ⅳ 主要施策の概要～日本一暮らしやすい埼玉に向けた将来像の実現～

－ ２９ －

□ ＤＶ被害者等への支援〔県民生活部〕

ＤＶ被害者支援のため活動している民間支援団体への助成、ＤＶ被害母子に

対する心理教育プログラムの実施、自立支援サポーター養成・登録制度の運用、

登録サポーターのインターンシップ費用の助成

＊ 民間団体によるＤＶ被害者の支援 21百万円

185百万円

□ 児童養護施設等職員の処遇改善（再掲・P13）〔福祉部〕

児童養護施設等職員に賃上げ効果が継続される取組を行うことを前提とした

処遇改善を実施

新

ＳＮＳを活用した相談体制の整備新 33百万円

若い世代が相談しやすい環境を整備するため、ＳＮＳによるチャット相談

を実施

□ 里親等委託の推進〔福祉部〕 35百万円

児童養護施設等と連携した里親委託の推進、ベテラン里親によるファミリー

ホームの開設に要する費用に対する助成

39百万円□ 施設入所等児童の大学等進学支援〔福祉部〕

児童養護施設や里親家庭で生活している高校生への学習費等の助成、大学等

進学者への低額での住宅の提供など一般家庭の児童との格差解消を支援

28百万円□ 乳児院の受入体制支援〔福祉部〕

重度の心身障害がある乳幼児を受け入れるため、乳児院の人員体制強化を支

援

など

一時保護したＤＶ被害者の同伴児童への学習支援など婦人相談センターの体

制整備、児童相談所等の関係機関との連携、ＤＶ被害者の継続的な自立支援

□ ＤＶへの対応と児童虐待への対応の連携強化〔県民生活部〕

26百万円



Ⅳ 主要施策の概要～日本一暮らしやすい埼玉に向けた将来像の実現～

（５）未来を創る子供たちの育成

－ ３０ －

□ 児童生徒の確かな学力の育成〔教育局〕

24百万円＊ ＡＩを活用した学びの実践研究

県学力・学習状況調査データのＡＩによる分析、分析結果を活用した児童

生徒一人一人に応じた指導の実践研究

757百万円＊ 学習環境のデジタル化

新たな指導用端末等の整備、高速大容量ネットワークの運用など児童生徒

のＩＣＴ学習環境充実、 「ＧＩＧＡスクール運営支援センター」の開設な

どによる学校のＩＣＴ活用の支援

新

新

251百万円

＊ 県独自の学力・学習状況調査の実施及び調査結果の活用

本県独自の学力・学習状況調査の実施、紙媒体からタブレット等の１人１台

端末を活用したＣＢＴ（Computer-Based-Testing）へ移行するための試行・実

証、調査結果から把握した学力向上に効果的な授業等の共有

＊ 国際バカロレア等特色ある教育の検討 6百万円

魅力ある高校づくりのため、国際バカロレア等の特色ある教育の研究・検討

を実施、 データサイエンス等を活用した授業手法の研究新

□ 高等学校におけるグローバル教育の推進〔教育局〕 362百万円

語学指導等におけるＡＬＴの活用、生徒及び教員の海外派遣

□ グローバル人材の育成〔県民生活部〕 46百万円

海外留学する日本人学生と外国人留学生のサポート拠点による留学や就職の支

援、高校生の日本語教室への参加体験、外国人留学生による子ども食堂などでの

交流事業の実施

24百万円□ 子供や若者の国際交流支援〔県民生活部・教育局〕

スポーツを通じた海外との交流の機会を提供、姉妹友好州省と連携したオン

ラインプログラムの実施、オンラインと現地訪問を組み合わせた国際交流の実

施、グローバルリーダーの育成



Ⅳ 主要施策の概要～日本一暮らしやすい埼玉に向けた将来像の実現～

－ ３１ －

7百万円

□ 体験活動の提供による子供の生きる力の育成等〔県民生活部〕

プロフェッショナルによる職業体験教室を企業や大学と連携して開催、社会

生活を円滑に営むことが困難な若者を支援する団体等の連携推進

□ いじめ・不登校防止対策（再掲・P22）〔教育局〕

スクールカウンセラー等の配置、スクールソーシャルワーカーの配置拡充、

オンライン相談体制の整備

＊ 専門家等を活用した相談体制の充実

＊ ＳＮＳを活用した教育相談体制の整備

県内の中学・高校生が抱える様々な悩みや不安等に対応するためのＳＮＳ

相談体制の整備

978百万円

26百万円

新

32百万円□ 日本語指導が必要な生徒への支援〔教育局〕

多文化共生推進員による日本語指導、音声翻訳機等による通訳支援

□ 性の多様性を尊重した教育の推進〔教育局〕 4百万円

性的指向や性自認に悩む高校生を対象としたオンラインサロン・相談会の実

施、教職員向けの性の多様性に係る相談対応ハンドブックの作成、 性の多様

性の理解促進を目的とした保護者向け動画の作成

新

新

令和５年度開校予定の県東部地域特別支援学校（仮称）及び高校内分校３校

の整備、令和５年度供用予定の川越特別支援学校及び三郷特別支援学校の増築、

令和６年度開校予定の高校内分校３校の整備、 令和８年度及び令和１０年

度供用予定の川口特別支援学校の増築

4,895百万円□ 特別支援学校の整備〔教育局〕

新

201百万円□ 学校における職業教育の充実〔教育局〕

専門高校と地域の商店街・企業等が連携した実践的な職業教育の実施、農業

高校での農業生産工程管理の実践や地域特産品開発に向けた研究

新



Ⅳ 主要施策の概要～日本一暮らしやすい埼玉に向けた将来像の実現～

－ ３２ －

□ 学校の働き方改革〔教育局〕

23百万円＊ 勤務状況の適切な把握及び健康管理への活用

勤務管理システムを利用した県立学校教職員の勤務状況の適切な把握、長

時間勤務者への健康相談

＊ 校務環境のデジタル化による業務の改善・効率化（一部再掲・

P11） 94百万円

校務支援システムによる校務の効率化、 県立学校入試における電子出願

の導入研究、 デジタルツールを活用した校務効率化の効果検証

239百万円＊ 外部人材の活用

県立高校への部活動指導員の配置拡充、教員を補助する教員業務支援員

（スクール・サポート・スタッフ）や部活動指導員を配置する市町村への助成

3,419百万円□ 学習環境の整備・充実〔教育局〕

県立高校におけるトイレの洋式化・乾式化の推進

34,473百万円＊ 私立学校運営費に対する助成（一部再掲・P13,P27）

県内の私立幼稚園や私立小・中・高等学校等に対して運営費を助成、ＩＣＴ

教育環境の整備に対する助成

□ 私学の振興と父母負担の軽減〔総務部〕

＊ 私立学校における教育費負担軽減のための助成（再掲・P27）

22,126百万円
私立学校に通う園児・児童・生徒のいる世帯が一定の要件を満たした場合

に授業料等を助成

238百万円□ 放課後子供教室への支援（再掲・P28）〔教育局〕

放課後子供教室を実施する市町村への助成

など

□ 県立高校の再編整備〔教育局〕 1,375百万円

県立高校の活性化・特色化を図るため、令和５年度開校予定の児玉新校（仮

称）、飯能新校（仮称）に係る校舎改修等を実施

新

新

235百万円□ 幼稚園教職員の処遇改善（再掲・P13）〔総務部〕

幼稚園教職員に賃上げ効果が継続される取組を行うことを前提とした処遇改

善を実施

新



Ⅳ 主要施策の概要～日本一暮らしやすい埼玉に向けた将来像の実現～

－ ３３ －

162百万円□ がん対策の推進〔保健医療部〕

働くがん患者の幅広い悩みにワンストップで対応する相談会の開催、拠点病

院の医療提供体制充実支援、がん登録の推進

169百万円□ 糖尿病患者の重症化予防の推進〔保健医療部〕

糖尿病重症化のハイリスク者を抽出し受診勧奨等を実施する市町村を支援、

糖尿病性腎症重症化予防対策事業の医療費抑制効果を検証、医療機関への受診

率向上のための市町村の取組を支援

242百万円□ 自殺対策の推進〔保健医療部〕

２４時間３６５日の電話相談や若者・女性をターゲットにしたＳＮＳ相談の

実施、様々な自殺の要因に対応した相談会の実施、民間支援団体への助成、

ゲートキーパー養成研修等の市町村事業への助成、自殺予防の普及・啓発

□ 「健康長寿埼玉プロジェクト」の推進〔保健医療部〕

市町村の健康づくり事業の支援、健康長寿サポーターの養成、埼玉県コバ

トン健康マイレージの運用及び事業効果の検証、健康経営実践企業への支援、

受動喫煙防止対策の推進

329百万円

10百万円□ 新しい県立図書館の検討推進〔教育局〕

新しい県立図書館の基本コンセプトや機能・サービス等を取りまとめた基本

構想の策定

新

□ シニア活躍の推進〔産業労働部〕

69百万円＊ シニアの働く場の拡大

定年の廃止又は７０歳以上への引上げなどを行っている企業を新たに「シ

ニア活躍推進宣言企業プラス」として認定、基準該当者の継続雇用の上限年

齢を７０歳以上に引き上げる企業に対して「７０歳雇用確保助成金」を支給

（６）人生１００年を見据えたシニア活躍の推進

新



Ⅳ 主要施策の概要～日本一暮らしやすい埼玉に向けた将来像の実現～

－ ３４ －

＊ シニアの就業支援（一部再掲・P13） 237百万円

セカンドキャリアセンターにおいて専門チームによるシニアの求人開拓

の実施、創業・ベンチャー支援センター埼玉の専門アドバイザーによる起業

支援、シルバー人材センターの課題解決に向けた支援

新

□ シニアの地域社会参加活動への支援〔県民生活部〕 90百万円

埼玉未来大学における地域社会で活躍する高齢者の育成、活動の場の提供

□ 誰もが気軽にスポーツに親しめる機会と場の充実〔県民生活部〕

13百万円

県民総合スポーツ大会の開催、スポーツを通じた地域課題の解決を行う総合

型地域スポーツクラブの育成支援

など



□ 幅広い世代の就業支援と中小企業の人材確保（一部再掲・P10,P13）

〔産業労働部〕

Ⅳ 主要施策の概要～日本一暮らしやすい埼玉に向けた将来像の実現～

（７）誰もが活躍し共に生きる社会の実現

－ ３５ －

新

新

新

埼玉しごとセンターにおいて県の就職相談とハローワークの職業紹介による

若者からシニアまでの幅広い就業支援を実施、 中小企業が負担する人材紹介

手数料への助成を通じた即戦力のデジタル人材の確保支援、 従業員に対する

手当支給等の奨学金返還支援制度を導入する中小企業等への助成

422百万円

□ 若者人材の県内企業への就職支援（一部再掲・P13）〔産業労働部〕

275百万円

学生のインターンシップ参加を支援する新たな就活イベントの開催、合同

企業面接会等の開催による県内大学生と県内企業とのマッチング支援、就職氷

河期世代の求職者に対する正社員化支援及び企業に対する受入体制支援と定着

支援、 離職者に対する紹介予定派遣制度を活用した正社員就労支援

男女ともに働きやすい職場環境づくりに取り組む企業を「多様な働き方実

践企業」として認定、大学生や若年求職者に対する多様な働き方実践企業等

の魅力発信、企業内保育所の整備費等補助の対象拡大

＊ 働きやすい職場環境づくりの推進（一部再掲・P13,P27）〔産業

労働部〕 73百万円

□ 多様な働き方の推進と女性の活躍支援

＊ 働き方改革の推進（一部再掲・P9）〔産業労働部〕 78百万円

戦略的なテレワークの活用手法を提示した業種別ガイドラインの作成によ

るテレワーク再構築支援、働き方改革に取り組む企業へのアドバイザー派遣、

企業向け働き方改革セミナーの開催

新

新



Ⅳ 主要施策の概要～日本一暮らしやすい埼玉に向けた将来像の実現～

－ ３６ －

＊ 女性のキャリアアップへの支援（一部再掲・P10,P13）〔産業労

働部〕 315百万円

女性キャリアセンターにおける就業からキャリアアップまでのワンストッ

プ支援、働く女性を支援する情報を集約したワンストップ支援サイトの運営、

コロナ禍で離職した潜在的な女性求職者に対する就職支援、 女性のデジ

タル人材の育成、創業・ベンチャー支援センター埼玉の女性創業支援チーム

による総合支援、女性のビジネスプランコンテストの開催

新新

＊ 保育所待機児童対策の推進（再掲・P27）〔総務部・福祉部・

産業労働部〕 1,851百万円

保育所待機児童の解消を図るため、新たに３，０００人の保育サービス受

入枠を拡大

□ シングルマザー支援の推進（再掲・P22）〔県民生活部・福祉部〕

ひとり親家庭等に対する徹底支援、女性の貧困問題への支援

144百万円

＊ 放課後児童クラブへの支援（再掲・P28）〔福祉部〕6,906百万円

放課後児童クラブを実施する市町村への助成、アドバイザーによる放課後

児童クラブへの巡回支援

□ 障害者の自立支援

199百万円＊ 発達障害児者への支援〔福祉部〕

発達障害を支える人材の育成や親支援、地域支援などの事業を総合的に

実施し、早期発見・早期支援を実施

1,623百万円
＊ 障害者が地域で安心して暮らせる場の確保〔福祉部〕

地域の空き家を活用した重度障害者が利用可能なグループホームの整備促

進、 重度障害者の支援ができるグループホーム職員の育成、 重度障害者

にも対応できるグループホーム認証事業の創設、障害者入所施設等の整備に

要する費用を助成

新

新 新



Ⅳ 主要施策の概要～日本一暮らしやすい埼玉に向けた将来像の実現～

＊ 障害者雇用総合サポートセンターの運営（一部再掲・P13）〔産

業労働部〕 188百万円

企業の障害者雇用の開拓・提案、ジョブコーチによる職場定着支援、 重

度障害者や精神障害者を雇用する企業の開拓及び超短時間雇用からのステッ

プアップとテレワーク活用による職場定着支援、精神障害者雇用アドバイ

ザー・精神保健福祉士のチームによる精神障害者の受入企業拡大と職場定着

支援等を実施

新

2百万円＊分身ロボットを活用した障害者就労支援〔福祉部〕

重度障害者が分身ロボットによる接客業務等を行い、就労の機会の確保と

社会参加を促進

新

98百万円

＊ 医療的ケア児者とケアラーへの支援（一部再掲・P22）〔福祉部〕

医療的ケア児者への支援の促進、医療的ケア児者が地域で安心して暮らせ

るよう地域での支援体制を構築、 医療的ケア児支援センターの設置新

□ ＬＧＢＴＱへの支援

＊ 県民・企業の理解促進〔県民生活部〕 3百万円

－ ３７ －

3,316百万円

□ 障害者施設職員等の処遇改善（再掲・P13）〔福祉部〕

障害者施設職員等に賃上げ効果が継続される取組を行うことを前提とした処

遇改善を実施

新

102百万円＊ 特別支援学校高等部生徒の就労支援〔教育局〕

就労支援アドバイザーの配置、ハローワーク等と連携した職場開拓、卒業

生による講演会の実施、特別支援学校卒業生等を教育委員会で雇用し一般就

労に向けた取組を実施、ＩＣＴを活用した職業教育に関する指導計画・指導

法の調査研究

大学生を対象としたアライ（ＬＧＢＴＱを理解し、支援している人や支援

したいと思う人）を増やす取組の実施、企業向けオンライン研修の実施、 企

業を対象としたＬＧＢＴＱ指標制度の導入



性的指向や性自認に悩む高校生を対象としたオンラインサロン・相談会

の実施、教職員向けの性の多様性に係る相談対応ハンドブックの作成、 性

の多様性の理解促進を目的とした保護者向け動画の作成

Ⅳ 主要施策の概要～日本一暮らしやすい埼玉に向けた将来像の実現～

－ ３８ －

一時保護したＤＶ被害者の同伴児童への学習支援など婦人相談センターの体

制整備、児童相談所等の関係機関との連携、ＤＶ被害者の継続的な自立支援

□ ＤＶへの対応と児童虐待への対応の連携強化（再掲・P29）〔県民

生活部〕 26百万円

□ ＤＶ被害者等への支援（再掲・P29）〔県民生活部〕 54百万円

ＳＮＳを活用した相談体制の整備、民間団体によるＤＶ被害者の支援

など

新

4百万円

＊ 性の多様性を尊重した教育の推進（再掲・P31）〔教育局〕

環境づくりに向けた県の制度や取組を検討するための懇話会の開催、市町

村の各相談機関との連携強化

＊ 安心して生活できる環境づくり〔県民生活部〕 1百万円

16百万円

ＳＮＳや電話によりＬＧＢＴＱ当事者等が安心して相談できる専門相談窓口

の設置、ＬＧＢＴＱが働きやすい職場づくりに向けた企業向け相談窓口の設置

＊ 相談窓口の設置〔県民生活部〕新



□ 多文化共生社会づくりの推進

11百万円

外国人等の日本語学習を支援する人材の育成研修の実施

－ ３９ －

＊ 日本語学習を支援する人材の育成〔県民生活部〕 4百万円

多言語による総合的な相談・情報提供窓口の運営、新型コロナウイルス感染

症に特化した外国人向け相談窓口の運営、「埼玉県外国人の生活ガイド」によ

る情報提供、多文化共生キーパーソンによる行政情報の伝達等

□ 多言語による情報提供や相談体制の確保〔県民生活部〕 25百万円

新 身近な外国人を支援するボランティアの育成〔県民生活部〕

市町村等と連携した研修を実施し、身近な外国人を支援するボランティア

を育成

□ グローバル人材の育成（再掲・P30）〔県民生活部〕 46百万円

海外留学する日本人学生と外国人留学生のサポート拠点による留学や就職の

支援、高校生の日本語教室への参加体験、外国人留学生による子ども食堂など

での交流事業の実施

24百万円

□ 子供や若者の国際交流支援（再掲・P30）〔県民生活部・教育局〕

スポーツを通じた海外との交流の機会を提供、姉妹友好州省と連携したオン

ラインプログラムの実施、オンラインと現地訪問を組み合わせた国際交流の実

施、グローバルリーダーの育成

多文化共生推進員による日本語指導、音声翻訳機等による通訳支援

＊ 日本語指導が必要な生徒への支援（再掲・P31）〔教育局〕

32百万円

Ⅳ 主要施策の概要～日本一暮らしやすい埼玉に向けた将来像の実現～

（８）支え合い魅力あふれる地域社会の構築



大河ドラマ「鎌倉殿の１３人」を軸としたプロモーションの実施、アニメ

「クレヨンしんちゃん」を活用したＰＲ動画等による観光情報の発信、 県

内全域を対象としたスタンプラリーの実施、ところざわサクラタウン・（一

社）アニメツーリズム協会・交通事業者等と連携したプロモーションによる

観光需要の創出

Ⅳ 主要施策の概要～日本一暮らしやすい埼玉に向けた将来像の実現～

－ ４０ －

□ 下水道分野における国際的技術協力の推進〔下水道局〕

国際的な水問題解決に貢献するとともに、海外での事業展開を目指す県内企

業のビジネスチャンスの創出を支援

28百万円

＊ デジタル広報の強化に向けた調査検討 7百万円

既存媒体における発信内容にInstagramを追加し、広報のデジタルシフト

の可能性を検討

デジタル技術を活用した仮想空間上でイベントを実施し、感染症等の外的

要因の影響を受けない新しい魅力発信手法の導入に向けた分析・検証

□ 戦略的な広報による魅力発信〔県民生活部〕

3百万円＊ 仮想空間における魅力発信の導入に向けた分析・検証

□ 既存資源の徹底活用と観光基盤の整備

＊ 民間事業者等と連携した広域観光の促進（再掲・P14）〔産業

労働部〕 185百万円

新

新

30百万円＊ アニメを活用した観光客誘致の推進〔産業労働部〕

アニメを活用した事業の全県展開による観光客の誘致

＊ VTuber・ｅスポーツを活用した観光振興〔産業労働部〕

20百万円

VTuberを活用した観光情報の発信、ｅスポーツイベントと連携した埼玉プ

ロモーションや県産品の販売

□ 国際交流の推進〔県民生活部〕 66百万円

訪問団の受入れ及び派遣を含む姉妹友好州省との交流推進事業の実施

新



Ⅳ 主要施策の概要～日本一暮らしやすい埼玉に向けた将来像の実現～

－ ４１ －

93百万円

＊ 観光地域づくり法人（ＤＭＯ）を中心とした観光振興〔産業労働

部〕

観光地域づくり法人（ＤＭＯ）である埼玉県物産観光協会に専門職員を配

置し運営体制を強化、多彩な観光資源を活用した埼玉の新たな魅力の発信、

データ分析に基づく戦略的な観光プロモーション

観光農園に対して専門家による研修会・個別指導の実施、市町村と連携し観

光農園など地域の情報を広く発信

2百万円＊ 地域の観光農園の経営力・集客力の強化〔農林部〕

□ 移住の促進及び地域との関わり創出の推進〔企画財政部〕

＊ 移住就業支援金等の支給による移住の促進 53百万円

人口減少が著しい地域の企業に就職等をして移住した方へ支援金を支給、

子どもを帯同して移住する場合に支援金を加算

34百万円＊ 移住相談窓口、移住促進プロモーションの実施

移住希望者の様々なニーズに対応するワンストップ窓口「住むなら埼玉移

住サポートセンター」の運営、イベント等を通じた移住相談・魅力発信

新

＊ 地域との関わり創出の推進

都内企業の社員等が県内でテレワークを行いながら市町村と連携して地域

課題を解決する事業の実施、新たな働き方・暮らし方を踏まえた官民連携の

地方創生事業の検討・実施、市町村のふるさと納税「体験型」返礼品の開

発・利用促進の支援

57百万円

□ 特色ある県営公園の整備〔都市整備部〕 514百万円

大宮スーパー・ボールパーク構想の基本計画作成、 大宮公園の修景池のか

いぼり実施、熊谷スポーツ文化公園へのデジタルサイネージ設置の調査・設計、

埼玉スタジアムの大型映像装置更新

新



Ⅳ 主要施策の概要～日本一暮らしやすい埼玉に向けた将来像の実現～

－ ４２ －

1,500百万円□ 市町村に対する総合的な支援の推進〔企画財政部〕

地域の資源や強みを生かした主体的な地域づくりに取り組む市町村を埼玉県

ふるさと創造資金を活用し支援

□ 文化財の適切な保存管理〔教育局〕

文化財の所有者、管理者等が行う文化財の保存事業に対する助成

117百万円

□ 埼玉の文化芸術の更なる振興〔県民生活部〕

10百万円＊ 和文化の発信と伝統芸能継承団体の支援

和文化の魅力発信イベント開催とウェブサイトによる情報発信、伝統芸能

団体を支えるサポーター制度の創設、パフォーマンス動画のアーカイブ化

＊ 基金を活用した文化芸術団体等の活動支援 15百万円

アマチュア文化団体の活動へ助成、伝統・郷土芸能団体の備品整備や後

継者育成へ助成、子供の文化芸術体験や若手人材の育成へ助成、 まちづ

くりや福祉、環境など様々な社会課題に関わる文化芸術活動へ助成

新

新

□ 彩の国さいたま芸術劇場大規模改修工事〔県民生活部〕

2,533百万円

開館から２７年以上経過した彩の国さいたま芸術劇場の大規模改修工事

□ 障害者の芸術文化活動の支援〔福祉部〕 17百万円

芸術性・創造性にあふれた障害者アートの魅力を伝えるとともに、障害者の芸

術文化活動の裾野を広げるプログラムを実施し、障害者の自立・社会参加を促進

□ 誰もが気軽にスポーツに親しめる機会と場の充実（再掲・P34）

〔県民生活部〕 13百万円

県民総合スポーツ大会の開催、スポーツを通じた地域課題の解決を行う総合

型地域スポーツクラブの育成支援



Ⅳ 主要施策の概要～日本一暮らしやすい埼玉に向けた将来像の実現～

－ ４３ －

□ 屋内５０ｍ水泳場及びスポーツ科学拠点施設の整備に向けた調査・

検討 〔県民生活部〕 49百万円

屋内５０ｍ水泳場整備に係るＰＦＩ事業実施に向けた要求水準書の作成・

整備予定地のボーリング調査の実施、スポーツ科学拠点施設の事業手法・整

備範囲の検討

新

□ スポーツ科学を活用したトップアスリートの輩出〔県民生活部〕

33百万円

次世代を担う人材の発掘から発達段階に応じた育成プログラムや競技プログ

ラム等を実施、スポーツ科学を活用した指導方法の普及のため指導者向け講習

会の開催

□ プロスポーツチーム等との連携〔県民生活部〕 6百万円

プロ・トップスポーツチームと連携したスポーツ体験教室や職業体験の実

施、ＷＥリーグと連携したイベント実施による埼玉女子サッカーの気運醸成

新

□ ラグビーワールドカップ２０１９大会のレガシー継承〔県民生活

部〕 3百万円

子供世代へのラグビーの普及啓発

□ 行政手続のオンライン化の推進（再掲・P11）〔企画財政部・総務

部・都市整備部・会計管理者・教育局〕

「ワンストップ・ワンスオンリー」の推進、各種手続のオンライン化新

192百万円

28百万円

本県ゆかりのパラアスリートや県内の競技力向上を目指す競技団体への支

援、県民がパラスポーツを体験できる機会を提供し、パラスポーツへの理解

と参加を促進

□ パラスポーツの普及・振興〔福祉部〕



Ⅳ 主要施策の概要～日本一暮らしやすい埼玉に向けた将来像の実現～

－ ４４ －

33百万円□ ＡＩの活用による県民サービスの向上〔企画財政部〕

県民の問合せに２４時間３６５日対応する県民向けＡＩチャットボットの運

用、外国語対応が多い地域機関における音声翻訳システムの運用

＊ 行政サービスアプリの再構築〔企画財政部〕 43百万円

行政サービスアプリ「まいたま」をＬＩＮＥの県公式アカウント内に再構築

新

29百万円□ 県有施設公衆Ｗｉ－Ｆｉ整備の推進〔企画財政部〕

観光、防災の観点から県有施設利用者の利便性向上等のため公衆Ｗｉ-Ｆｉ

を整備（５か所）

□ インフラ建設管理におけるＤＸの推進（再掲・P10）〔県土整備部〕

インフラデータの利活用検討、i-Constructionの推進（３Ｄ測量、環境整備）新

394百万円

□ 下水道ＤＸの推進〔下水道局〕

新河岸川上流水循環センターにおける運転管理を遠隔操作（無人化）するこ

とによる維持管理コストの削減、流量計データのクラウド化による遠隔監視化

276百万円

□ 公金収納のキャッシュレス化の推進（再掲・P11）〔企画財政

部・総務部・会計管理者・警察本部〕 277百万円

電子申請システムにおけるクレジットカード決済機能の追加、 全ての税目

の納付書に統一ＱＲコードを印字できるよう税務システムを改修、自動車税等

の納税が可能なスマートフォン決済アプリの拡大、 放置違反金へのキャッ

シュレス納付の導入

新

新

新



Ⅳ 主要施策の概要～日本一暮らしやすい埼玉に向けた将来像の実現～

－ ４５ －

□ ＩＣＴツールを活用した業務の効率化（一部再掲・P12,P28）〔企

画財政部・福祉部・警察本部〕 149百万円

ＲＰＡ技術及び音声認識システムを活用した業務自動化の推進、 全ての児

童相談所に音声認識による記録の作成システムの導入、 児童相談所業務支援

システムに児童虐待の類似事例検索機能を追加、ＡＩ－ＯＣＲを活用した警察

業務の効率化

新

□ 学習環境のデジタル化（再掲・P30）〔教育局〕

新

757百万円

新たな指導用端末等の整備、高速大容量ネットワークの運用など児童生徒の

ＩＣＴ学習環境充実、 「ＧＩＧＡスクール運営支援センター」の開設などによ

る学校のＩＣＴ活用の支援

新

□ 企業・大学とＮＰＯの連携による地域課題の解決〔県民生活部〕

8百万円

新

企業等の社会貢献活動の紹介・表彰、企業等とＮＰＯの連携・協働の支援、

彩の国市民活動サポートセンターの機能強化

□ シニアの地域社会参加活動への支援（再掲・P34）〔県民生活部〕

90百万円

埼玉未来大学における地域社会で活躍する高齢者の育成、活動の場の提供

など

□ 行政のＤＸの推進（再掲・P11）〔企画財政部・危機管理防災部・

教育局・警察本部〕 3,184百万円

テレワーク環境の整備、業務のペーパーレス化、会議のデジタル化、スマー

トオフィスの実現、モバイルＰＣの拡充、 新たな財務会計システム及び第５

次県庁ＬＡＮの設計・構築、 次期情報セキュリティクラウドの導入、 防災

行政無線の機能強化、 国のシステムとの連接による情報収集力強化に向けた

災害オペレーション支援システムの改修、 運転免許更新時等における認知機

能検査へのタブレット端末の導入

新

新 新

新

新

新



Ⅳ 主要施策の概要～日本一暮らしやすい埼玉に向けた将来像の実現～

３ 持続可能な成長

（９）未来を見据えた社会基盤の創造

－ ４６ －

□ 「埼玉版スーパー・シティプロジェクト」の推進〔環境部・都市

整備部〕

超少子高齢社会を見据えたコンパクト・スマート・レジリエントを要素とす

る持続可能なまちづくりに取り組む市町村の支援、 市町村へのまちづくりに

関する技術支援、 プロジェクトに取り組む市町村への事業化検討費用や事業

推進に係る費用の助成

138百万円

新

新

□ 特色ある県営公園の整備（再掲・P41）〔都市整備部〕 514百万円

大宮スーパー・ボールパーク構想の基本計画作成、 大宮公園の修景池のか

いぼり実施、熊谷スポーツ文化公園へのデジタルサイネージ設置の調査・設計、

埼玉スタジアムの大型映像装置更新

新

□ 市街地整備事業の促進〔都市整備部〕

道路や公園等の都市基盤の整備が必要な市街地を土地区画整理事業や市街地

再開発事業により計画的に整備

1,480百万円

□ つくばエクスプレス沿線地域整備の推進〔都市整備部〕

つくばエクスプレス沿線地域において、活力と魅力あるまちづくりを推進す

るため、土地区画整理事業を実施

1,591百万円

□ 空き家対策のワンストップ窓口の設置〔都市整備部〕新

「空き家コーディネーター」の配置による空き家所有者・活用希望者等から

の相談に対する助言・提案やマッチングなどに対応できる体制の整備

7百万円

102百万円□ 駅ホームの転落防止対策の促進〔企画財政部〕

ホームドア整備費用の助成、声かけ・サポートの取組支援



Ⅳ 主要施策の概要～日本一暮らしやすい埼玉に向けた将来像の実現～

－ ４７ －

□ 「あと数マイルプロジェクト」の推進

＊ 県内公共交通網の調査検討〔企画財政部〕 10百万円

東京１２号線、東京８号線、日暮里・舎人ライナー、多摩都市モノレール

の延伸に係る課題解決のための調査検討

＊ 鉄道事業者への要請に向けた共同調査〔企画財政部〕 44百万円

埼玉高速鉄道線延伸の鉄道事業者への事業実施要請に向けて、速達性向上

事業に関する計画素案（案）作成のための調査（ボーリング調査等）をさい

たま市と共同で実施

新

＊ 直轄事業と連携した骨太の道づくり（一部再掲・P16）〔県土

整備部〕 4,744百万円

直轄事業に関連した県管理道路の重点整備による新たな幹線道路網の構築

＊ ミッシングリンクの解消（再掲・P16）〔県土整備部〕

3,528百万円

＊ 産業拠点を支えるインフラ整備〔県土整備部〕 1,427百万円

産業拠点へのアクセス道路の整備

＊ 連続立体交差事業の推進〔県土整備部〕 2,317百万円

春日部駅付近の鉄道の高架化によるボトルネック箇所の解消

ミッシングリンク（幹線道路の未整備部分）の解消による道路網の多重化

＊ 国直轄事業道路整備の推進〔県土整備部〕 6,000百万円

国が施行する新大宮上尾道路及び東埼玉道路などの幹線道路の整備の促進

182百万円□ 地域公共交通の活性化 〔企画財政部〕

赤字バス路線の維持対策費用の助成、コミュニティバス・デマンド交通の導入

やバス路線等の再編及び利用促進に係る費用の助成、ユニバーサルデザインタク

シー導入費用の助成

など



120百万円＊ 身近な緑の創出〔環境部〕

＊ 身近な緑の保全〔環境部〕

緑のトラスト保全地の保全管理や緑のトラスト運動の推進、市町村や環境

団体と協働して緑地を取得、 ふるさとの緑の景観地管理のための概況調査

□ みどりの保全・創出

－ ４８ －

159百万円

建物の敷地内や屋上・壁面等の緑化に対する助成、小学校・中学校・幼稚

園・保育所等の芝生化に対する助成、みどりの担い手の支援と育成

林業事業体が実施する森林管理への支援、県営林の適切な維持管理の実施、

県営林におけるＪクレジット取得によるカーボンニュートラル社会の実現

への貢献

＊ 地域間連携による森林整備の支援〔農林部〕

山側の森林整備や都市部での木材利用を促進するための「埼玉県山とまち

をつなぐサポートセンター」の運営

6百万円

343百万円＊ 適正な森林整備〔農林部〕

新

＊ 見沼田圃の保全・活用・創造の推進〔企画財政部〕

公有地化による農地の保全、公有地の農業者への貸付及び市民団体への農

業体験イベント実施等の業務委託、 公有地の未利用農地の利活用を促進す

るための新たな担い手の参入支援

338百万円

□ 農業集落排水施設の公共下水道への接続〔下水道局〕

流域関連市町が所管する農業集落排水施設を中継ポンプ場に改造する等によ

り、公共下水道に接続し、流域下水道の水循環センターで処理

30百万円

Ⅳ 主要施策の概要～日本一暮らしやすい埼玉に向けた将来像の実現～

（10）豊かな自然と共生する社会の実現

18百万円＊ 全国植樹祭の開催に向けた準備〔農林部〕

本県で令和７年度に開催予定の第７５回全国植樹祭に向け、式典や植樹行

事などの基本計画の策定や広報・普及啓発の実施

新

新

新



Ⅳ 主要施策の概要～日本一暮らしやすい埼玉に向けた将来像の実現～

－ ４９ －

□ 川の再生

市町村が設置する公共浄化槽への助成、浄化槽台帳システム・維持管理情

報自動集約システムの運用

352百万円＊ 合併処理浄化槽への転換促進〔環境部〕

22百万円

＊ 「ＳＡＩＴＡＭＡリバーサポーターズプロジェクト」の推進

〔環境部〕

サイクリストによる川での清掃活動など民間企業と連携した川との共生

の取組の推進、川遊びイベントなどの川を楽しむ情報をプッシュ型で発信し、

県民の参画を促進

新

＊ 県民による川の再生活動の推進〔県土整備部〕 5百万円

川の再生に取り組む地域団体等への支援や川の魅力情報発信

＊ Ｎｅｘｔ川の再生の推進〔県土整備部〕 703百万円

企業や観光協会などと連携して民間のアイデアやノウハウを活用した水辺

空間の利活用を促進、 河川等を活用した小水力発電をモデル実施新

＊ 農業用水の水辺周辺の活用〔農林部〕 489百万円

農業用水における環境配慮護岸、遊歩道の整備

＊ 農業集落排水処理施設の整備〔農林部〕 256百万円

農村地域の生活環境の向上を図るため、農業集落排水処理施設を整備、発生

した汚泥を農地還元や建設資材への利用促進

□ 生物多様性の保全〔環境部・農林部〕 203百万円

外来カミキリなど特定外来生物防除、希少野生動植物の保護をはじめ野生鳥

獣の適正な保護管理、 生物多様性センターの設置・運営、釣り団体やＮＰＯ

等が行う放流事業の支援及び外来魚等の駆除

54百万円□ 人と動物が共生する社会づくりの推進〔保健医療部〕

犬猫殺処分数ゼロの達成に向けた、野良猫の不妊・去勢手術を行った住民に

費用補助を行う市町村への助成、動物指導センターの運営、保護犬・保護猫譲

渡会の開催、飼い主への適正飼養の普及啓発等

新



Ⅳ 主要施策の概要～日本一暮らしやすい埼玉に向けた将来像の実現～

－ ５０ －

625百万円□ 豊かな農業・農村環境の向上〔農林部〕

農山村の機能を維持し生活環境を充実させるため、農地や水路などの保全に

地域で取り組む共同活動を支援

13百万円□ 循環型社会づくりの推進〔環境部〕

プラスチック資源の循環利用モデル構築に向け産官民が連携したプラット

フォームの運営、市町村や事業者と連携したプラスチック資源の効率的な回収

方法の検証、プラスチックごみ削減に向け大学生等の若者とイベントを企画・

運営、食品ロス削減に向けたキャンペーンの展開

□ 下水道施設における温暖化対策の推進〔下水道局〕

廃熱を有効活用できる汚泥処理システムの導入などによる下水道施設での再

生可能エネルギーの活用促進等

4,749百万円

□ 下水汚泥の共同処理〔下水道局〕

単独公共下水道から発生する脱水汚泥を、流域下水道の水循環センターで処

理

17百万円

□ 廃棄物の不法投棄対策の強化〔環境部〕 15百万円

不法投棄の未然防止・早期発見・早期対応の徹底、ＰＣＢ廃棄物の適正処理

の推進、土砂等堆積場所の監視及び測量

中小企業の計画的な脱炭素化に向けたＣＯ₂排出削減設備の導入に対する助

成、断熱・遮熱対策等に対する助成、複数事業所間での電気・熱エネルギー融

通などのエネルギーの有効活用及び設備導入等に対する支援、既存住宅への蓄

電池導入や窓断熱改修など省エネ・再エネ設備に対する助成、簡単なチェック

シートで１日省エネ生活に取り組むエコライフＤＡＹ埼玉の推進

□ 脱炭素社会の実現に向けた中小企業や家庭への支援

（一部再掲・P46）〔環境部〕 412百万円

新



Ⅳ 主要施策の概要～日本一暮らしやすい埼玉に向けた将来像の実現～

－ ５１ －

□ 環境学習の推進〔環境部〕

環境科学国際センター展示館「彩かんかん」の管理・運営、人材登録制度

等による環境学習の支援、次代を担う子どもたちに対する学習機会の提供

42百万円

15百万円□ 目標設定型排出量取引制度の推進〔環境部〕

目標設定型排出量取引制度の円滑な運営による対象事業所のＣＯ₂排出削減対

策の実施、エネルギー使用量が多い中小企業のＣＯ₂削減対策実施状況の見える

化

2百万円□ 気候変動への適応策の推進〔環境部〕

地域気候変動適応センターの運営、市町村の地域気候変動適応センターの設

置・運営支援

460百万円

□ 安全な大気環境・水環境や身近な生活環境の保全〔環境部〕

大気・水質・土壌の汚染の監視、微小粒子状物質（ＰＭ２．５）対策の推進、

工場・事業場に対する規制遵守指導、騒音・振動・悪臭防止対策の実施

など

□ 環境分野における埼玉版ＳＤＧｓの推進〔環境部〕 5百万円
事業者や各種団体などを対象に環境分野のＳＤＧｓの取組支援を展開



Ⅳ 主要施策の概要～日本一暮らしやすい埼玉に向けた将来像の実現～

（11）稼げる力の向上

－ ５２ －

□ デジタル化によるビジネスモデルの転換支援（再掲・P9）〔産業

労働部〕

中小企業のデジタル化支援、技術・製品の開発支援とＡＩ・ＩｏＴの活用支

援、オンラインを活用した販路開拓支援、 商店街に対するキャッシュレス決

済の導入支援

581百万円

新

農業大学校跡地南側産業用地への立地企業の選定及び売却、ＳＡＩＴＡＭＡ

ロボティクスセンター（仮称）整備に向けた用地取得・基本設計の策定等、

市場規模の拡大が見込まれるロボット開発への参入を目指す中小企業等を支

援

□ 農大跡地等の活用の推進〔産業労働部〕 9,186百万円

□ 企業誘致の推進（一部再掲・P12）〔産業労働部〕 1,472百万円

オンライン企業立地セミナー開催による誘致活動の全国展開、 オンライン

による企業立地相談窓口の開設、 官民が連携した推進体制「埼玉県企業誘致

推進会議（仮称）」等の構築、県内に工場等を立地する企業に対する不動産取

得税相当額の助成

新 新

新

□ 産業基盤づくりの推進〔都市整備部〕

豊かな田園環境と調和し、地域の持続的発展に資する産業基盤整備に取り組

む市町村を積極的に支援

2百万円

3,904百万円□ 地域に貢献できる産業団地の整備〔企業局〕

県内への企業立地ニーズに対応し、地域の振興や新たな雇用の創出を図るた

め、産業団地を整備（継続６地区、 久喜高柳地区）新

新



Ⅳ 主要施策の概要～日本一暮らしやすい埼玉に向けた将来像の実現～

－ ５３ －

□ 県内経済を支える中小企業の支援〔産業労働部〕

3,128百万円

＊ 商工団体等を通じた小規模事業者への経営支援（一部再掲・P9）

小規模事業者の経営を支援するために商工団体が実施する事業への助成

（県連合会への広域指導員・ＤＸ推進員の増員等、商工団体の自主的な事業

の実施等）、中小企業組合の先進的取組や組合事務の効率化を支援

237百万円＊ 新製品開発力の強化支援（一部再掲・P9）

デジタル等に関する技術・製品の開発支援、 産学連携による技術開発力

向上支援、 社会課題の解決に資する技術・製品開発に対する助成に新型コ

ロナウイルス感染症対応特別枠を新設

新

＊ 事業承継の支援（再掲・P12） 2百万円

北部地域への支援拠点の新設を通じた事業承継支援の体制強化、県内各

地で事業承継に関する出張相談会等を実施

＊ 事業の再構築に向けたチャレンジ支援（再掲・P12） 238百万円

事業再構築支援センターによる事業再構築計画の策定支援、 事業再構

築計画策定のための専門家への相談料・コンサルティング経費等に対する助

成、 デジタル技術を活用した新サービスの開発等に係る経営革新計画の実

行支援、地場産品を製造する産地組合等によるウィズコロナに対応した新た

な事業展開等に対する支援

新 新

新

＊ 事業継続力の強化支援（再掲・P13） 6百万円

サプライチェーン等で繋がりのある複数の事業者による連携事業継続力

強化計画の策定支援、事業継続力強化計画の普及促進

新

＊ 海外ビジネスの展開支援（一部再掲・P9） 88百万円

海外展開に向けた県内中小企業のｅコマース活用支援、海外ＥＣサイトへ

の埼玉県特設ショップの開設、アセアン等における海外ビジネス展開の支援

新

新



Ⅳ 主要施策の概要～日本一暮らしやすい埼玉に向けた将来像の実現～

－ ５４ －

□ 「渋沢栄一創業プロジェクト」の推進〔産業労働部〕 17百万円

社会課題の解決を目指す起業希望者への支援、「（仮称）渋沢栄一起業家サ

ロン」の検討

228百万円□ 商店街振興の推進（一部再掲・P9）〔産業労働部〕

商店街に対するキャッシュレス決済の導入支援、 商店街の空き店舗解消・

繁盛店の創出に向けた取組に対する支援

新 新

＊ 北部地域振興交流拠点の検討推進〔産業労働部〕

北部地域振興交流拠点施設の施設整備のための調査・検討

新 11百万円

＊ スポーツの成長産業化に向けた支援〔産業労働部〕新 24百万円

県内スポーツチームと中小企業等の交流の場を創出し、ビジネスマッチング

サイトや彩の国ビジネスアリーナでのマッチングを支援

□ デジタル分野における人材の育成・確保支援（再掲・P10）

〔産業労働部〕

新

253百万円

ＤＸ推進支援ネットワークを通じた人材育成の推進、県内中小企業のニーズ

に対応した人材育成、女性のデジタル人材の育成、デジタル人材の確保支援

201百万円□ 学校における職業教育の充実（再掲・P31）〔教育局〕

専門高校と地域の商店街・企業等が連携した実践的な職業教育の実施、農業

高校での農業生産工程管理の実践や地域特産品開発に向けた研究

など

＊ 資金調達の円滑化支援（再掲・P12）

総融資枠3,000億円の確保による中小企業の資金需要への対応、 設備

投資促進資金に「カーボンニュートラルの実現」・「ＤＸの推進」・「事

業再構築」の３要件を新設

新

□ 県内中小企業の人材確保支援（再掲・P13,P35）〔産業労働部〕

従業員に対する手当支給等の奨学金返還支援制度を導入する中小企業等への

助成、大学生や若年求職者に対する多様な働き方実践企業等の魅力発信

67百万円

融資枠：3,000億円

新



Ⅳ 主要施策の概要～日本一暮らしやすい埼玉に向けた将来像の実現～

（12）儲かる農林業の推進

□ 農業経営の法人化〔農林部〕

法人化相談の窓口となる「農業経営支援センター」の設置・運営、 雇用環

境改善に取り組む農業者が法人化する際の経費の助成、経営発展を目指す農業

法人等を対象とした経営塾の開催、農業参入を希望する企業への支援

50百万円

新

－ ５５ －

新規就農者への支援強化、農地中間管理機構による農地集積・集約化、農

業大学校・高等学校・明日の農業担い手育成塾などによる次代を担う新規就農

者の確保・育成、女性農業者の活躍推進

□ 農業の新たな担い手育成（一部再掲・P14）〔農林部〕

新

888百万円

22百万円

16百万円＊ スマート農業技術を活用した施設園芸モデルの普及
施設園芸の省力化に必要なスマート農機の導入を支援

3百万円＊ 未来型果樹園の実証展示

農業技術研究センター久喜試験場において果樹の省力化栽培技術を実証展示

スマート農業普及推進研究会の開催、モデル経営体による実証

＊ スマート農業技術の実証

□ スマート農業の推進〔農林部〕

種苗センターの管理・運営、種子産地強化計画の実現及び種子専用機械導

入の支援、気候変動に対応する安定生産技術の開発

□ 埼玉農業の競争力強化〔農林部〕

161百万円＊ 優良種子生産体制の確立

48百万円＊ 県内農産物の消費拡大支援（一部再掲・P14）

県産米の販売促進・消費拡大のための支援、花きのオンライン商談システ

ムの運用・新商品開発の支援、狭山茶のインターネットを活用した販売促進、

転換作物の作付拡大による水田競争力の強化新

＊ 生産基盤の強化 5百万円

水田地帯における農業の高収益化を図るため、排水改良を中心とするほ場

を整備し、野菜導入の効果を実証



Ⅳ 主要施策の概要～日本一暮らしやすい埼玉に向けた将来像の実現～

－ ５６ －

＊ 農業の６次産業化支援

農業の６次産業化に取り組む農業者等の発展段階に応じた取組を支援

7百万円

34百万円＊ 環境に配慮した栽培による高付加価値化

有機農業の生産・消費拡大に向けた取組への支援、 有機農業関係者の

プラットフォームの設置、農薬・化学肥料の削減や地球温暖化防止等に効果

の高いエコ農業に取り組む産地を支援

＊ 県産農産物のブランド化

総合的な販売対策の検討及びブランド化の体制整備、他産地と差別化ができ

る商品づくりによるブランド力の強化、 県が育成したいちごの新品種（べに

たま）の販売促進活動の実施、各種デジタルツールを活用した情報発信の強化

新

＊ 県産農産物の輸出促進

輸出を志向する生産者団体等への情報提供や輸出のニーズに対応した段階に

応じた輸出支援、輸出先国でのプロモーションや商談を行い、県産農産物の輸

出力の強化

13百万円

7百万円

16百万円

温暖化に適応した収益性の高い果樹産地を育成するため、高品質なシャイン

マスカット生産に必要な雨よけ施設の導入を支援

＊ 産地形成に向けた体制整備の支援新

ＩＣＴを活用した茶の適正管理モデルの構築、狭山茶産地の生産性の向上

に向けた試験研究の実施

＊ 狭山茶生産におけるＤＸの推進（再掲・P10） 10百万円

など

□ 家畜伝染病の防疫体制の強化（再掲・P16）〔農林部〕

家畜衛生情報共有システムの適切な維持管理、疾病発生時に備えた初動対応

費の確保、新たな家畜保健衛生所の設置に向けた測量・設計及び川越家畜保健

衛生所の耐震・改修設計の実施

林業事業体が実施する森林管理への支援、航空レーザを活用した森林資源調

査の実施、森林クラウドシステムを活用した情報共有、ＩＣＴを活用した森林

資源量管理等の取組を支援、木造施設整備への支援、木育指導員研修の実施、

木育活動・木育キャラバンの実施、住宅等への県産木材の利用奨励

□ 林業の生産性向上と県産木材の利用拡大（一部再掲・P48）〔農林

部〕 380百万円

新

61百万円

新

新



Ⅴ 財政健全化に向けた取組

本県では、コロナ禍からの経済回復により県税収入の増収が見込まれる一方、

後期高齢者医療対策費などの社会保障関連経費などが増加しており、依然として

厳しい財政状況が続いている。

令和４年度当初予算の編成に当たっては、予算要求前に事業レビューを実施

し、ＥＢＰＭの考え方に基づいたゼロベースでの事業の見直しを行うことによ

り、限りある財源を成長分野や新たな行政課題への対応に重点化して配分した。

② 財産売払収入の確保

八潮南部西地区土地区画整理事業における民間活用による保留地販売

（1,648）、未利用財産の売却（328） など

企業版ふるさと納税の活用（11） など

③ その他の歳入確保

１ 歳入の確保 （単位：百万円）

① 県税収入の確保

－ ５７ －

【自動車税・一般税対策】スマートフォン決済アプリでの納税やクレジット

カード納税など多様な納税方法の提供、「納めてプラス！」キャンペーン等に

よる自動車税の納期内納税の促進、滞納整理のスピードアップ など

２ 既存事業の見直し （単位：百万円）

① 内部管理的経費（固定費）の見直し

② 政策的経費の見直し

会議・研修等のオンライン開催などデジタル化推進に伴う旅費・需用費等

の経費縮減（▲441）、浄書印刷事務の集中処理業務の廃止（▲23）、衛星

系防災行政無線システムの保守点検業務の見直し（▲17）、警察署等にお

ける電話回線契約数の見直し（▲3） など

堤防等における雑草刈払い業務委託における除草機種の見直し（▲161）、

合併処理浄化槽への転換について整備効果の高い個人向け補助に重点化

（▲85）、社会福祉施設等の防犯機器整備補助の低コスト化を踏まえた見

直し（▲38）、埼玉しごとセンターにおけるセミナー等の就職支援業務の

デジタル化推進や相談支援体制の効率化（▲19）、県が提供する行政サー

ビスアプリ「まいたま」のカレンダー機能の廃止（▲10）、未利用農地の

利活用促進に係る補助について先行事例が蓄積されたことなどに伴う廃止

（▲7）、スポーツ分野における寄附による民間資金の活用に伴う委託の見

直し（▲6） など



Ⅵ 計数表

１ 令和４年度埼玉県一般会計予算案の概要

－ ５８ －

令和4年度 令和3年度 伸び率 備 考

百万円 百万円 ％

Ａ 2,228,459 2,119,843 5.1

県 税 Ｂ 801,800 755,100 6.2

地 方 消 費 税
清 算 金

Ｃ 297,149 303,988 ▲ 2.2

地 方 譲 与 税 Ｄ 131,438 87,587 50.1

地 方 特 例
交 付 金

Ｅ 5,582 5,748 ▲ 2.9

地 方 交 付 税 Ｆ 249,225 216,725 15.0

臨 時 財 政
対 策 債

Ｇ 70,000 205,000 ▲ 65.9

一 般 財 源 計 Ｈ 1,555,194 1,574,148 ▲ 1.2

Ｈ ／ Ａ 69.8 74.3 　

(66.6) (64.6)

県 債 Ｉ 200,128 319,945 ▲ 37.4

給 与 費 Ｊ 567,510 568,747 ▲ 0.2

公 債 費 Ｋ 280,526 279,744 0.3

扶 助 費 Ｌ 141,605 135,618 4.4

投 資 的 経 費 Ｍ 182,185 172,776 5.4

予 算 規 模

項 目

歳

入

歳

出

※　(　)内は臨時財政対策債
　を除いた比率である。

国・地財計画の伸び率

国 地財計画

総 額 0.9％ 0.9％

一般歳出 0.7％ 0.6％

＜予算伸び率の推移＞

２年度 3.8％

公債費を除き 5.3％

３年度 8.1％

公債費を除き 8.6％

４年度 5.1％

公債費を除き 5.9％



Ⅵ 計数表

１ 歳入款別

２ 令和４年度埼玉県一般会計予算案

－ ５９ －

（単位 千円、％）

款 別

令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 比 較 増 減

予 算 額 構成比 予 算 額 構成比 増 減 額 伸び率

県 税 801,800,000 36.0 755,100,000 35.6 46,700,000 6.2

地 方 消 費 税
清 算 金

297,149,000 13.3 303,988,000 14.4 ▲ 6,839,000 ▲ 2.2

地 方 譲 与 税 131,438,000 5.9 87,587,000 4.1 43,851,000 50.1

地 方 特 例 交 付金 5,582,000 0.2 5,748,000 0.3 ▲ 166,000 ▲ 2.9

地 方 交 付 税 249,225,000 11.2 216,725,000 10.2 32,500,000 15.0

交 通 安 全 対 策
特 別 交 付 金

1,479,000 0.1 1,456,000 0.1 23,000 1.6

分 担 金 及 び
負 担 金

2,423,717 0.1 2,788,325 0.1 ▲ 364,608 ▲ 13.1

使 用 料 及 び
手 数 料

26,585,809 1.2 26,484,446 1.3 101,363 0.4

国 庫 支 出 金 350,505,908 15.7 267,283,618 12.6 83,222,290 31.1

財 産 収 入 14,721,245 0.7 8,184,752 0.4 6,536,493 79.9

寄 附 金 124,262 0.0 163,119 0.0 ▲ 38,857 ▲ 23.8

繰 入 金 106,029,224 4.8 80,756,508 3.8 25,272,716 31.3

繰 越 金 500,000 0.0 500,000 0.0 0 0.0

諸 収 入 40,767,835 1.8 43,133,232 2.0 ▲ 2,365,397 ▲ 5.5

県 債 200,128,000 9.0 319,945,000 15.1 ▲ 119,817,000 ▲ 37.4

合 計 2,228,459,000 100.0 2,119,843,000 100.0 108,616,000 5.1



Ⅵ 計数表

２ 歳出款別

－ ６０ －

（単位 千円、％）

款 別
令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 比 較 増 減

予 算 額 構成比 予 算 額 構成比 増 減 額 伸び率

議 会 費 3,162,464 0.1 3,211,303 0.2 ▲ 48,839 ▲ 1.5

総 務 費 91,436,722 4.1 94,535,208 4.4 ▲ 3,098,486 ▲ 3.3

民 生 費 426,397,467 19.1 391,849,714 18.5 34,547,753 8.8

衛 生 費 249,855,823 11.2 171,725,796 8.1 78,130,027 45.5

労 働 費 5,794,407 0.3 5,793,891 0.3 516 0.0

農 林 水 産 業 費 22,165,820 1.0 23,535,668 1.1 ▲ 1,369,848 ▲ 5.8

商 工 費 40,515,456 1.8 39,897,816 1.9 617,640 1.5

土 木 費 123,274,851 5.5 122,366,717 5.8 908,134 0.7

警 察 費 149,588,339 6.7 149,141,186 7.0 447,153 0.3

教 育 費 491,781,175 22.1 488,025,390 23.0 3,755,785 0.8

災 害 復 旧 費 3,983,050 0.2 5,313,028 0.3 ▲ 1,329,978 ▲ 25.0

公 債 費 282,192,356 12.7 281,951,115 13.3 241,241 0.1

諸 支 出 金 337,311,070 15.2 341,496,168 16.1 ▲ 4,185,098 ▲ 1.2

予 備 費 1,000,000 0.0 1,000,000 0.0 0 0.0

合 計 2,228,459,000 100.0 2,119,843,000 100.0 108,616,000 5.1



Ⅵ 計数表

３ 歳出性質別

－ ６１ －

（単位 千円、％）

区 分
令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 比 較 増 減

予 算 額 構成比 予 算 額 構成比 増 減 額 伸び率

給

与

費

知 事 部 局 等 70,154,639 3.1 69,486,200 3.3 668,439 1.0

警 察 本 部 121,707,730 5.5 122,083,024 5.8 ▲ 375,294 ▲ 0.3

教 育 局 375,647,503 16.9 377,178,047 17.8 ▲ 1,530,544 ▲ 0.4

計 567,509,872 25.5 568,747,271 26.9 ▲ 1,237,399 ▲ 0.2

義 務 費 422,131,282 18.9 415,361,321 19.6 6,769,961 1.6

投

資

的

経

費

国 庫 補 助 事 業 55,746,414 2.5 54,435,920 2.6 1,310,494 2.4

直 轄 負 担 金 11,538,598 0.5 11,579,397 0.5 ▲ 40,799 ▲ 0.4

県 費 単 独 事 業 114,900,156 5.2 106,760,354 5.0 8,139,802 7.6

計 182,185,168 8.2 172,775,671 8.1 9,409,497 5.4

維 持 補 修 費 2,431,838 0.1 2,830,295 0.1 ▲ 398,457 ▲ 14.1

補 助 費 464,699,865 20.9 395,317,170 18.6 69,382,695 17.6

投 融 資 1,522,205 0.1 1,828,773 0.1 ▲ 306,568 ▲ 16.8

一 般 行 政 費 155,086,421 7.0 133,195,139 6.3 21,891,282 16.4

他 会 計 繰 出 金 69,270,235 3.1 72,039,267 3.4 ▲ 2,769,032 ▲ 3.8

積 立 金 16,076,114 0.7 7,874,093 0.4 8,202,021 104.2

県 税 交 付 金 等 346,546,000 15.5 348,874,000 16.5 ▲ 2,328,000 ▲ 0.7

予 備 費 1,000,000 0.0 1,000,000 0.0 0 0.0

合 計 2,228,459,000 100.0 2,119,843,000 100.0 108,616,000 5.1



Ⅵ 計数表

１ 特別会計

３ 令和４年度埼玉県特別会計予算案

２ 公営企業会計

－ ６２ －

（単位 千円）

会 計 名 令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 比 較 増 減
伸び率
(％)

総 合 リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン
セ ン タ ー 病 院 事 業

4,402,173 5,296,376 ▲ 894,203 ▲ 16.9

工 業 用 水 道 事 業 2,904,537 3,195,949 ▲ 291,412 ▲ 9.1

水 道 用 水 供 給 事 業 75,157,903 79,186,029 ▲ 4,028,126 ▲ 5.1

地 域 整 備 事 業 16,655,527 12,284,508 4,371,019 35.6

流 域 下 水 道 事 業 85,414,660 84,131,704 1,282,956 1.5

合 計 184,534,800 184,094,566 440,234 0.2

（単位 千円）

会 計 名 令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 比 較 増 減
伸び率
(％)

公 債 費 510,447,045 502,049,404 8,397,641 1.7

証 紙 16,924,470 15,703,361 1,221,109 7.8

市 町 村 振 興 事 業 13,655,926 13,620,069 35,857 0.3

災 害 救 助 事 業 659,436 706,866 ▲ 47,430 ▲ 6.7

母子父子寡婦福祉資金 972,974 763,878 209,096 27.4

県立病院機構貸付金事業等 30,996,091 11,383,444 19,612,647 172.3

国 民 健 康 保 険 事 業 601,939,208 609,440,498 ▲ 7,501,290 ▲ 1.2

中 小 企 業 高 度 化 資 金 127,339 130,338 ▲ 2,999 ▲ 2.3

就農支援資金貸付事業 25,651 29,936 ▲ 4,285 ▲ 14.3

林業・木材産業改善資金 20,725 20,650 75 0.4

本多静六博士育英事業 36,100 36,240 ▲ 140 ▲ 0.4

用 地 事 業 1,045,950 1,105,253 ▲ 59,303 ▲ 5.4

県 営 住 宅 事 業 12,351,327 13,205,890 ▲ 854,563 ▲ 6.5

高等学校等奨学金事業 704,980 751,228 ▲ 46,248 ▲ 6.2

公 営 競 技 事 業 42,652,179 29,813,718 12,838,461 43.1

合 計 1,232,559,401 1,198,760,773 33,798,628 2.8



Ⅵ 計数表

４ 令和４年度特別会計予算案の概要

－ ６３ －

（単位 千円）

会 計 名 予 算 額 本 年 度 予 算 の 主 な 内 容
（歳 入） （歳 出）

公 債 費 510,447,045 1 繰 入 金 325,949,045 1 県債償還金 338,429,531

(1)一般会計繰入金

192,167,461 2 元金積立金 171,266,000

(2)特別会計繰入金

1,581,584 3 手数料 751,514

(3)基金繰入金 132,200,000

2 県 債 184,498,000

証 紙 16,924,470 1 県 税 6,838,319 1 一般会計繰出金 16,916,470

2 使用料及び手数料 2 返 還 金 8,000

10,086,150

3 繰 越 金 1

市 町 村 13,655,926 1 財産運用収入 13,794 1 市町村振興事業 13,642,131

振 興 事 業 2 基金繰入金 7,500,000 (1)埼玉県ふるさと創造資金

(1)市町村振興基金 1,500,000

1,500,000 (2)埼玉県ふるさと創造貸付金

(2)県債管理基金 6,000,000 6,000,000

3 繰 越 金 1 (3)県債管理基金繰出金

4 貸付金元利収入 6,142,131 6,142,131

2 基金積立金 13,795

災 害 救 助 659,436 1 国庫支出金 325,493 1 救助事業費 650,987

事 業 2 基金運用収入 8,447 全壊100世帯、床上浸水

3 一般会計繰入金 1 10,000世帯を想定

4 基金繰入金 325,493 2 基金積立金 8,449

5 繰 越 金 1

6 諸 収 入 1

母 子 父 子 972,974 1 貸付金元利収入 570,224 1 貸 付 金 940,797

寡 婦 福 祉 2 一般会計繰入金 149,440 2 事務費等 32,177

資 金 3 県 債 247,138

4 繰越金その他 6,172

県 立 病 院 30,996,091 1 分担金及び負担金 16,569,012 1 病院機構貸付金事業費

機 構 貸 付 2 県 債 13,981,000

2 公債費

13,981,000

金 事 業 等 3 諸 収 入 446,079 17,015,091

国 民 健 康 601,939,208 1 分担金及び負担金 1 保険給付費等交付金

保 険 事 業 191,536,634 465,705,913

2 国庫支出金 174,968,758 2 後期高齢者支援金等

3 繰 入 金 38,946,259 88,739,029

4 前期高齢者交付金 3 前期高齢者納付金等

185,181,823 245,317

5 財産収入その他 11,305,734 4 介護納付金その他 47,248,949



Ⅵ 計数表

－ ６４ －

（単位 千円）

会 計 名 予 算 額 本 年 度 予 算 の 主 な 内 容

（歳 入） （歳 出）

中 小 企 業 127,339 1 一般会計繰入金 2,052 1 貸 付 金 101,320

高 度 化 2 繰 越 金 102,000 2 一般会計繰出金等 26,019

資 金 3 諸 収 入 23,287

就 農 支 援 25,651 1 一般会計繰入金 429 1 県債償還金、繰出金等

資 金 貸 付 2 繰 越 金 2,232 25,141

事 業 3 諸 収入 22,990 2 事務費等 510

林 業 ・ 20,725 1 業務勘定繰入金 20 1 貸 付 金 20,000 

木 材 産 業 2 繰 越 金 13,995 2 事務費等 725 

改 善 資 金 3 諸 収入 6,710

本 多 静 六 36,100 1 財産収入 489 1 貸 付 金 27,360 

博 士 育 英 2 基金繰入金 1 2 事務費等 8,740 

事 業 3 繰 越 金 1

4 諸 収 入 35,609

用 地 事 業 1,045,950 1 財産収入 45,700 1 用地購入費 1,000,250 

2 基金繰入金 1,000,248 2 基金積立金 45,700 

3 繰越金その他 2

県 営 住 宅 12,351,327 1 住宅使用料 7,749,497 1 給 与 費 114,708

事 業 2 国庫支出金 1,753,510 2 市町村交付金 818,732 

3 基金運用収入 4,957 3 営繕 費 5,081,380 

4 一般会計繰入金 286,657 4 建 設 費 3,180,687 

5 基金繰入金 232,270 5 一般会計繰出金 817,057 

6 県 債 2,271,000 6 県債償還金等 1,238,983 

7 そ の 他 53,436 7 基金積立金 4,957 

8 事務費等 1,094,823 

高 等 学 校 704,980 1 財産収入 10,854 1 金融機関手数料 440,230 

等 奨 学 金 2 一般会計繰入金 459,350 貸付け 7,500人

事 業 3 基金繰入金 211,316 2 基金積立金 30,002 

4 繰 越 金 1 3 事務費等 234,748 

5 諸 収 入 23,459

公 営 競 技 42,652,179 1 入場料収入 37,311 1 給 与 費 137,092 

事 業 2 投票券発売収入 41,312,741 2 財産管理費 55,879 

3 財産収入 228,798 3 基金積立金 13,895 

4 繰 越 金 2 4 自転車事業費 41,935,330

5 そ の 他 1,073,327 5 一般会計繰出金 509,983 

計 1 5 会 計 1,232,559,401



Ⅵ 計数表

５ 令和４年度公営企業会計予算案の概要

（単位 千円）

会 計 名 予 算 額 本 年 度 予 算 の 主 な 内 容

総合リハ 4,402,173 1 医業費用 3,894,018 （主な収入）

ビリテー 2 支払利息 40,227 ・医業収益 1,788,505

シ ョ ン 3 建設改良費 84,112 ・一般会計負担金 2,230,663

センター 4 企業債償還金 365,871 ・企業債 83,000

病院事業 5 予備費その他 17,945 

工 業 用 2,904,537 1 営業費用 1,834,324 4 企業債償還金 78,733

水道事業 2 支払利息 3,877 5 予備費その他 19,345

3 建設改良費 968,258 

・業務設備整備費 460,876 （主な収入）

・利根導水路大規模地震対策事業費 ・給水収益 1,709,291

10,793 ・受託工事収益 12,480

・柿木浄水場耐震化事業費 466,126 ・建設補助金 43,000

・建設改良事務費 30,463 ・他会計長期貸付金償還金

130,000

水道用水 75,157,903 1 営業費用 44,610,673 4 企業債償還金 9,387,149

供給事業 2 支払利息 2,508,085 5 他会計長期借入金償還金

3 建設改良費 14,744,414 130,000

・水道水源開発施設整備事業費 6 機構負担年賦金 2,467,749

230,443 7 予備費その他 1,309,833

・吉見浄水場拡張関連整備（Ⅱ期）

事業費 2,657,640

（主な収入）

・吉見浄水場拡張関連整備（Ⅲ期） ・給水収益 43,438,005

事業費 15,000 ・一般会計出資金 3,493,583

・一般会計補助金 430,550

・大久保浄水場高度浄水処理施設 ・建設補助金 1,410,862

整備事業費 1,689,060 ・企業債 4,025,000

・吉見浄水場高度浄水処理施設

整備事業費 5,000

・業務設備整備費 5,667,751

・水道施設耐震化事業費

3,487,381

・利根導水路大規模地震対策事業費

130,929 

・建設改良事務費等 861,210 

－ ６５ －



Ⅵ 計数表

（単位 千円）

会 計 名 予 算 額 本 年 度 予 算 の 主 な 内 容

地域整備 16,655,527 1 営業費用 12,212,788 3 予備費その他 253,944

事 業 2 建設改良費 4,188,795

・行田富士見工業団地拡張地区産業

団地整備事業費 625,182 （主な収入）

・嵐山花見台工業団地拡張地区 ・産業団地売却収益

産業団地整備事業費 49,665 11,785,898

・富士見上南畑地区産業団地整備 ・産業団地貸付収益 429,436

事業費 374,478 ・一般会計長期貸付金償還金

・鴻巣箕田地区産業団地整備事業費 1,540,901

270,884

・寄居桜沢地区産業団地整備事業費

152,050

・羽生上岩瀬地区産業団地整備

事業費 236,700

・久喜高柳地区産業団地整備事業費

2,195,511

・建設改良事務費 284,325

流 域 85,414,660 1 営業費用 52,632,130 ・市野川流域下水道事業費

下 水 道 412,774

事 業 2 支払利息 871,826 ・利根川右岸流域下水道事業費

3 建設改良費 26,088,654 499,424

・荒川左岸南部流域下水道事業費

7,871,627 4 企業債償還金 5,761,048

・荒川左岸北部流域下水道事業費 5 予備費その他 61,002

3,534,429 

・荒川右岸流域下水道事業費

8,970,548 （主な収入）

・中川流域下水道事業費 ・維持管理負担金 25,930,795

3,397,162 ・国庫補助金 12,685,522

・古利根川流域下水道事業費 ・工事負担金 6,574,326

1,201,865  ・企業債 6,598,000

・荒川上流流域下水道事業費

200,825 

計 5 会 計 184,534,800

－ ６６ －



年度末県債残高の推移

Ⅵ 計数表

公共事業費の推移

年度末の財源調整のための基金残高の推移

－ ６７ －

令和４年度当初
取崩額730億円

R3年度、R4年度は見込み。



Ⅵ 計数表

－ ６８ －

年度 Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４

予算額 6,490 6,612 7,100 7,640 7,593 7,590 7,741 7,755 7,551 8,018

伸び率 2.2 1.9 7.4 7.6 ▲0.6 ▲0.0 2.0 0.2 ▲2.6 6.2

うち
法人二税

1,192 1,232 1,366 1,573 1,496 1,657 1,712 1,601 1,334 1,746

伸び率 7.7 3.4 10.8 15.2 ▲4.9 10.8 3.3 ▲6.4 ▲16.7 30.9

年度 Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４

予算額 3,083 3,111 2,752 2,404 2,454 2,357 2,160 2,098 3,199 2,001

伸び率 3.1 0.9 ▲11.5 ▲12.7 2.1 ▲3.9 ▲8.4 ▲2.8 52.5 ▲37.4

うち
臨財債

2,021 1,992 1,700 1,276 1,342 1,313 1,125 1,040 2,050 700

伸び率 4.2 ▲1.4 ▲14.7 ▲24.9 5.2 ▲2.2 ▲14.3 ▲7.6 97.1 ▲65.9

（単位：億円、％）

年度 Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４

義務的経費 9,723 9,805 10,040 10,043 9,597 9,694 9,742 9,642 9,841 9,896

給与費 6,307 6,281 6,284 6,265 5,836 5,808 5,784 5,747 5,687 5,675

扶助費 822 857 1,002 1,012 1,067 1,108 1,170 1,238 1,356 1,416

公債費 2,594 2,668 2,755 2,766 2,694 2,778 2,789 2,657 2,797 2,805

投資的経費 1,605 1,581 1,567 1,621 1,563 1,577 1,578 1,691 1,728 1,822

補助費 2,631 2,794 2,935 3,050 3,109 2,714 2,881 3,015 3,953 4,647

その他経費 2,798 3,118 3,747 4,092 4,375 4,673 4,684 5,254 5,676 5,920

歳出計 16,757 17,299 18,290 18,805 18,644 18,658 18,885 19,603 21,198 22,285

県税の推移（当初予算計上額）

県債の推移（当初予算計上額）
（単位：億円、％）

歳出性質別の推移（当初予算計上額）
（単位：億円）


